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【一般会計】 （単位　千円、％）
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【特別会計・企業会計】 （単位　千円、％）

【全会計】 （単位　千円、％）

合計 24,784,183 24,249,675 534,508 2.2
増減率

後期高齢者医療特別会計 339,644

全会計 ２６年度 ２５年度当初
前年度当初比較

増減額

309,072 30,572 9.9
合計 10,287,183 9,954,675 332,508 3.3

介護保険特別会計 3,157,107 3,043,558 113,549 3.7
国民健康保険特別会計 2,934,441 2,963,041 △ 28,600 △ 1.0

公設地方卸売市場特別会計 91,320 89,972 1,348 1.5
駒ヶ根高原別荘地特別会計 28,180 18,880 9,300 49.3

特定公共下水道特別会計 － 28,412 △ 28,412 皆減

農業集落排水事業特別会計 686,004 663,591 22,413 3.4

水道事業会計 1,131,193 1,069,352 61,841 5.8
公共下水道事業会計 1,837,954 1,692,535 145,419 8.6

中沢財産区会計 109 109 0 0.0
用地取得事業特別会計 81,231 76,153 5,078 6.7

1.4

会計名 ２６年度 ２５年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

歳出合計 14,497,000 100.0 14,295,000 100.0 202,000

皆増

予備費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0
諸支出金 5,000 0.0 － 0.0 5,000

4.1
公債費 2,160,069 14.9 2,135,684 14.9 24,385 1.1
教育費 1,282,898 8.9 1,232,140 8.6 50,758

33.5
消防費 553,948 3.8 449,687 3.2 104,261 23.2
土木費 1,385,395 9.6 1,037,823 7.3 347,572

1.7
商工費 1,332,493 9.2 1,434,054 10.0 △ 101,561 △ 7.1
農林水産業費 794,147 5.5 781,234 5.5 12,913

△ 3.6
労働費 16,529 0.1 19,980 0.1 △ 3,451 △ 17.3
衛生費 1,528,225 10.5 1,585,015 11.1 △ 56,790

△ 14.2
民生費 3,849,671 26.6 3,786,291 26.5 63,380 1.7
総務費 1,426,312 9.8 1,662,808 11.6 △ 236,496

増減率

議会費 132,313 0.9 140,284 1.0 △ 7,971 △ 5.7

1.4

歳出（款） ２６年度 ２５年度当初
前年度当初比較

構成比 構成比 増減額

歳入合計 14,497,000 100.0 14,295,000 100.0 202,000

△ 7.0
市債 1,506,400 10.4 1,250,200 8.7 256,200 20.5
諸収入 1,298,454 9.0 1,395,589 9.8 △ 97,135

△ 80.3
繰越金 190,000 1.3 190,000 1.4 0 0.0
繰入金 77,059 0.5 391,692 2.7 △ 314,633

△ 2.3
寄附金 1,000 0.0 1,100 0.0 △ 100 △ 9.1
財産収入 23,068 0.2 23,603 0.2 △ 535

19.9
県支出金 637,115 4.4 614,022 4.3 23,093 3.8
国庫支出金 1,284,228 8.9 1,070,794 7.5 213,434

0.2
使用料及び手数料 155,966 1.1 159,263 1.1 △ 3,297 △ 2.1
分担金及び負担金 331,470 2.3 330,825 2.3 645

1.9
交通安全対策特別交付金 4,000 0.0 4,300 0.0 △ 300 △ 7.0
地方交付税 3,565,000 24.6 3,500,000 24.5 65,000

△ 27.1
地方特例交付金 17,000 0.1 17,000 0.1 0 0.0
自動車取得税交付金 35,000 0.2 48,000 0.4 △ 13,000

11.0
ゴルフ場利用税交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0
地方消費税交付金 425,000 2.9 383,000 2.7 42,000

60.0
株式等譲渡所得割交付金 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0
配当割交付金 8,000 0.0 5,000 0.0 3,000

△ 7.0
利子割交付金 9,000 0.1 10,000 0.1 △ 1,000 △ 10.0
地方譲与税 200,000 1.4 215,000 1.5 △ 15,000

増減額 増減率

市税 4,724,240 32.6 4,680,612 32.7 43,628 0.9

平成２６年度一般会計・特別会計予算

歳入（款） ２６年度 ２５年度当初
前年度当初比較

構成比 構成比
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１　予算規模等

２　主な新規・拡充事業

平成２６年度一般会計予算のポイント

   「愛と誇りと活力に満ちた駒ヶ根市」の実現に向けて 

              確かな一歩を踏み出す予算 

（一般会計予算） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （増減は前年度当初比）

予算規模 ○平成２３年度当初予算以来３年ぶりに増加

市税
○４７億２，４２４万円（＋４，３６３万円、＋０．９％）
　　個人△０．０％、法人＋２０．４％、固定△０．４％

一般財源総額
○９９億６，６２４万円（＋９，８３３万円、＋１．０％）
　　市税＋０．９％、地方交付税（臨財債含む）＋０．９％

消費税増税
○地方消費税交付金　４億２，５００万円（＋４，２００万円、＋１１．０％）
○歳出予算のうち消費税（国・地方）相当額　２億４８２万円
　 うち税率５％→８％影響　＋７，６８１万円

基金依存 ○財源不足を補填するための「赤字繰入れ」　なし

市債
○新規借入額　１５億６４０万円（＋２億５，６２０万円、＋２０．５％）
○市債残高　平成２６年度末の残高　４．４億円減少
　 　　　　臨時財政対策債を除く残高　９．７億円減少

5･56 節目イベント　市制施行６０周年、駒ヶ根駅開業１００周年 448 万円

12 振興計画　中央アルプス山麓開発調査 500 万円

13・14 魅力発信　観光特別企画、観光キャラクター活用 360 万円

17・18 学力向上　指導主事新規配置、学校支援ボランティア 500 万円

21 子育て　経塚保育園・子育て拠点施設はＨ２７建設に向け設計 2,013 万円

20 学校バリアフリー　中沢小学校にエレベータ設置 3,550 万円

31 地域の安全　地域防犯灯のＬＥＤ化補助３年間で６００ヶ所 400 万円

30 消防力強化　上伊那消防広域化 1億4,463 万円

33 安全なインフラ　橋梁長寿命化工事に着手 6,000 万円

41 都市基盤整備　街路整備、スマートインターチェンジ道路設計 2億2,000 万円

7・8 市街地再生　再整備・駅前広場・広小路電線地中化調査計画 1,517 万円

42 景観創出　屋外広告物条例制定・ガイドライン作成 53 万円

46・48 健康　こまがね健康ほっとダイヤル２４、健康どあっぷ事業 750 万円

44・45 在宅医療・介護　地域包括ケアシステムの構築（介護会計） 2,050 万円

52 スポーツ・体力　駒っこ「かけっこ教室」 200 万円

60 財政健全化　土地開発公社健全化・３セク改革 9,423 万円

予算額事業
一覧№

主な新規拡充事業

増減額 増減率

一般会計 144億9,700万円 ＋2億　200万円 ＋1.4％

特別・企業会計 102億8,718万円 ＋3億3,251万円 ＋3.3％

全会計 247億8,418万円 ＋5億3,451万円 ＋2.2％

前年度当初比較
平成２６年度予算
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３　歳出予算の性質別内容

４　市債残高・元利償還金の推移、財政健全化比率の見込み

　※各グラフのＨ25、Ｈ26は見込み、Ｈ27、Ｈ28は３カ年実施計画ベースの粗い試算
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（％） （％） 将来負担比率の見込み 

（警戒基準＝３５０％以上） 

実質公債費比率の見込み 

（警戒基準＝１８％以上） 

（億円） 

歳出の性質別 

４ 市債残高・元利償還金の推移、財政健全化比率の見込み 

市債残高見込み （単位　億円）

Ｈ26 Ｈ25 増減

建設債等 128.4 138.1 △ 9.7

臨財債 62.2 56.9 5.3

合計残高 190.6 195.0 △ 4.4

・「臨財債」＝臨時財政対策債

構成比

％

その他 11億3,778万円 7.8 △ 7.4 制度資金預託↓ 維持補修費↑

建設事業費 11億9,631万円 8.3 22.4 街路･道路橋梁↑中沢小ＥＶ等↑

物件費 16億3,717万円 11.3 △ 1.4 土地鑑定評価↓ 臨職賃金↓

繰出金 13億1,703万円 9.1 3.4 介護･農集会計等 繰出し↑

補助費 27億7,059万円 19.1 △ 1.5 H25(財)開発公社解散↓

公債費 21億6,007万円 14.9 1.1 元金↑ 利子↓

扶助費 18億1,707万円 12.5 2.3 社会保障費↑ 児童手当↓

人件費 24億6,098万円 17.0 1.4 退職者数↑

うち職員給 14億　305万円 9.7 0.7 一般会計職員数↑

計 64億3,812万円 44.4 1.5 人件費･扶助費･公債費

144億9,700万円 100.0 1.4

※「うち職員給」は建設事業費支弁額及び退職手当を除く。

義
務
的
経
費

平成２６年度
一般会計 歳出性質別

予算額の
対前年度

増減率％

主な増減内訳
（対前年度）

合計
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平成２６年度予算の概要 

 

１ 一般会計予算の概要                          

（１）予算規模及び全体概要 

  平成２６年度一般会計予算は、１４４億９，７００万円で、前年度当初比１．

４％、２億２００万円増加しました。当初予算が前年度を上回るのは平成２３年

度以来３年ぶりとなります。 

  開始年度を予定より２年前倒した第４次総合計画は、駒ヶ根市の１０年後の目

指すべき都市像を掲げ、その実現に向けて平成２６年度からスタートします。 

本予算は、これを踏まえて、中央アルプス山麓開発計画や中心市街地の再生、

高速・広域高速網を見据えた都市基盤整備、これからの地域や社会を担う人材育

成や子どもの学力向上、健康長寿日本一を目指した健康づくりの推進など、総合

計画の柱となる施策やこれらの実現につながる事業に重点的に配分し、確かな一

歩を踏み出す予算として編成しました。 

  歳入は、緩やかに景気が回復しつつあるものの先行きが見通せない地域の経済

情勢を踏まえて、市税総額は４７億２，４２４万円で前年度当初比０．９％、４，

３６３万円の増加とし、一般財源総額は９９億６，６２４万円、同１．０％、９，

８３３万円の増加としました。このうち国から配分される地方消費税交付金は、

増税や消費の拡大に伴って４，２００万円増加し、同１１．０％増の４億２，５

００万円を見込んでいます。また、これまで財源不足額を基金から繰り入れてき

た当初予算のあり方を見直し、本予算は基金に依存しない収支規模で編成してい

ます。 

  歳出では、引き続き社会保障関係費が増加しているほか、街路の延伸による基

幹交通網の整備や橋梁の安全確保のための長寿命化修繕などインフラ整備費が

増加しました。また、中央アルプス山麓開発調査など新たな魅力創出に向けた調

査費や、市制施行６０周年・駒ヶ根駅開業１００周年など節目となる記念事業費

等を計上しました。 

消費税改正関連では、歳出予算に含まれる消費税相当額は２億４８２万円と見

込まれ、うち増税に伴う支出増は７，６８０万円で物件費の増加などに影響して

います。 

  財政健全化では、市債について、本予算で新たに１５億６４０万円を借り入れ

るものの、年度末残高は平成２５年度末見込み比４億４，０００万円程度減少し、

臨時財政対策債を除く比較では、同９億７，０００万円程度の減少が見込まれま

す。また、土地開発公社の借入金を縮減し財政リスクを軽減するため、市が公社

保有土地を計画的に引き取ることとし、本予算では６，５８３万円の土地購入費
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を計上しています。基金残高は、一般会計に属する１５基金の平成２６年度末残

高は約１４億２，０００万円で、平成２５年度末見込み比４，５００万円程度の

減少を見込んでいます。 

 

 

（２）歳入予算の要点 

ア 市税 

   市税のうち個人市民税は、勤労者の労働時間が前年度の水準を上回っている

状況（長野県毎月勤労統計調査による）等から個人所得を１％程度の微増と見

込んだうえで、震災復興特別住民税による個人均等割の増加を反映し、前年度

決算見込み比１．９％、２，９００万円増の１５億３，９００万円（前年度当

初比０．０％減）を見込んでいます。 

法人市民税は、依然として厳しい地域経済情勢にあるものの、一部の法人に

業績の回復が見られることから、前年度決算見込み比６．７％、２，７８０万

円増の４億４，０５０万円（前年度当初比２０．４％増）を見込んでいます。 

   固定資産税は、家屋分が住宅等の新築戸数の伸びにより増加した一方、地価

下落が続いていることや企業の設備投資が低調である現状から、土地分及び償

却資産分が減少し、固定資産税全体で前年度当初比０．４％、８７２万円減の

２３億６３４万円を見込んでいます。 

   その他の税目を含め、市税全体で前年度当初比０．９％、４，３６３万円増

の４７億２，４２４万円を計上しました。 

 

イ 地方交付税 

   地方財政計画では、地方税収が２．９％増加する前提のもと、臨時財政対策

債を含む実質的な地方交付税総額が３．４％減少しているところ、当市におけ

る税収の動向を踏まえて、実質的な普通交付税総額を前年度当初比０．２％増

の３９億５，９００万円と見込んだうえで、臨時財政対策債に７億８，４００

万円（前年度当初比３．２％減）、差し引き普通交付税に３１億７，５００万

円（同１．１％増）を計上しました。 

 

  ウ 地方消費税交付金 

   地方消費税率は現行１．０％のところ、社会保障と税の一体改革により平成

２６年４月から０．７％引上げとなり改正後税率１．７％になります（消費税

率は現行４．０％のところ同月から２．３％引上げとなり改正後税率６．３％
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になります。）。これにより地方消費税交付金は、増税分の税収が平年度化すれ

ば１．７倍に増加しますが、消費税を納税する事業者の決算・納税期と官庁決

算期が一致しないため、平成２６年度における引上げ分の消費税収は限定的と

なます。国におけるこれらの試算等を勘案し、前年度決算見込み比１８．１％、

６，５００万円増の４億２，５００万円（前年度当初比１１．０％、４，２０

０万円増）を計上しました。 

   なお、このうち税率引上げ分の税収額は、地方税法等により全額社会保障施

策等の財源とするよう規定されており、平成２６年度においては地方消費税収

の１２分の２の額がこれに当り、本予算における引上げ分相当額は７，０８３

万円となります。 

 

  エ 国庫支出金 

   障がい者介護・訓練給付費や生活保護費などの社会保障費の増加、街路整備

事業や橋梁長寿命化などインフラ整備費の増加等に伴い、前年度当初比１９．

９％、２億１，３４３万円増の１２億８，４２３万円を計上しました。 

 

  オ 繰入金 

   繰入金のうち基金繰入金は、前年度の地域情報インフラ整備事業への高度情

報化基金繰入れ７，０００万円が皆減したことや、当初予算における基金依存

を解消する予算編成方針のもと、ふるさとづくり基金からの繰入れを行わない

ため、前年度当初比８０．３％、３億１，４６３万円減の７，７０６万円を計

上しました。 

 

  カ 市債 

   地方財政計画により臨時財政対策債が２，６００万円減少したものの、街路

整備事業、橋梁長寿命化事業、中沢小学校エレベータ設置事業、上伊那消防広

域化関連事業などの新規事業等に伴い、前年度当初比２０．５％、２億５，６

２０万円増の１５億６４０万円を計上しました。歳入総額に占める構成比（市

債依存度）は１０．４％で前年度当初比１．７ポイント上昇しました。 
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（３）歳出予算の要点 

  ア 性質別 

   人件費は、退職人数の増加により退職手当が増加したことなどから、前年度

当初比１．４％、３，３２６万円増加し、２４億６，０９８万円となりました。 

扶助費は、児童手当などが減少した一方、障がい者介護・訓練給付費や生活

保護費などが増加し、総額で同２．３％、４，０５９万円増の１８億１，７０

７万円となりました。 

公債費は、同１．１％、２，４３９万円増の２１億６，００７万円で、平成

２６年度が元利償還金のピークとなります。 

以上の義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計額）は、同１．５％、

９，８２３万円増の６４億３，８１２万円で、歳出総額に占める構成比は前年

度当初と同率の４４．４％となりました。 

   普通建設事業費のうち補助事業については、前年度の防災行政無線子局増設

事業、道路修繕事業などが減少した一方、街路整備事業、橋梁長寿命化事業、

中沢小学校エレベータ設置事業などで増加し、全体で前年度当初比５６．０％、

２億６，０９３万円増の７億２，７０３万円、単独事業については、土地開発

公社保有土地の取得、墓地整備事業、飯坂東公園トイレ水洗化工事などが増加

した一方、前年度の地域情報インフラ整備事業、駅前ビル用地取得費などが皆

減し、全体で同８．３％、４，２３６万円減の４億６，９２８万円となりまし

た。普通建設事業全体では、同２２．４％、２億１，８５７万円増の１１億９，

６３１万円で、歳出総額に占める構成比は同１．５ポント上昇して８．３％と

なりました。 

   物件費は、２年目となる地籍調査や、「こまがね健康ほっとダイヤル２４」、

道路ストック総点検、消防団簡易無線機購入などで増加し、加えて消費税増税

により支出増となった一方、臨時職員の配置見直しや一般事務経費の縮減など

予算編成方針に沿った経常経費の削減を行い、総額で前年度当初比１．４％、

２，３０８万円減の１６億３，７１８万円となりました。 

   補助費等は、上伊那消防広域化関連費用や給食財団経費負担などで増加した

一方、前年度の財団法人駒ヶ根市開発公社解散経費が皆減したことや伊南行政

組合及び上伊那広域連合に対する運営費負担金の減少などにより、全体で１．

５％、４，３４２万円減の２７億７，０５９万円となりました。補助費等の歳

出総額に占める構成比は１９．１％で、平成２０年度に人件費と逆転して以来、

７年連続で構成比１位となっています。 

   繰出金は、介護保健、国民健康保険及び後期高齢者医療の各会計への繰り出

しが増加したほか、農業集落排水事業、公設地方卸売市場への繰り出しも増加

し、前年度当初比３．４％、４，３２６万円増の１３億１，７０３万円となり
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ました。 

 

  イ 目的別 

   総務費は、前年度の財団法人駒ヶ根市開発公社解散経費が皆減したことなど

により前年度当初比１４．２％、２億３，６５０万円減少し１４億２，６３１

万円、歳出総額の４分の１強（２６．５％）を占める民生費は、昭和伊南総合

病院の経営安定化のための基準外繰出金が７，２００万円減少した一方、障が

い者介護・訓練給付費や生活保護費が増加するなどし、同１．７％、６，３３

８万円増の３８億４，９６７万円、土木費は、街路整備事業、橋梁長寿命化事

業、経塚団地建替え事業などの増額により同３３．５％、３億４，７５７万円

増の１３億８，５４０万円、消防費は、上伊那消防広域化関連事業などで同２

３．２％、１億４２６万円増の５億５，３９５万円、公債費は平成２６年度が

元利償還金のピークとなり同１．１％、２，４３９万円増の２１億６，００７

万円となりました。 

 

 

 

２ 特別会計・企業会計予算の概要                    

※増減は前年度当初比 

（１）中沢財産区会計予算 

１１万円（前年度同額） 

南入官行造林及び上割大洞県行造林の管理に要する予算を計上しました。 

 

（２）用地取得事業特別会計予算 

   ８，１２３万円（６．７％、 ５０８万円 増加） 

土地開発基金の管理を行うほか、同基金を財源とした公共用地の先行取得に

対応するための予算を計上しました。 

 

（３）水道事業会計予算 

   １１億３，１１９万円（５．８％、 ６，１８４万円 増加） 

    ※予算規模は、収益的支出と資本的支出の合計額 

収益のうち給水収益は１，６０９万円増の７億１，６０８万円を計上したほ

か、新会計基準への移行に伴い特別利益（修繕引当金取崩し）が１億９，９７
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３万円発生するなど収益総額は２億８，９４３万円増の１０億７３４万円を見

込んでいます。費用は、上伊那広域水道用水企業団からの受水費１億６，６４

５万円、減価償却費２億７，９００万円、企業債利息５，５４０万円など総額

７億６，５９１万円で６，１１１万円増加、当年度純利益は２億３，１９９万

円を見込んでいます。 

設備投資では、基幹管路耐震化など管路工事１億５，５５０万円、旧簡易水

道の水源改良工事１，５００万円など総額１億９，４８５万円を計上しました。 

 

（４）公共下水道事業会計予算 

  １８億３，７９５万円（８．６％、 １億４，５４２万円 増加） 

    ※予算規模は、収益的支出と資本的支出の合計額 

収益のうち下水道使用料は１，０００万円増の４億１，５３０万円を計上し

たほか、一般会計補助金２億７，１０１万円、新会計基準への移行に伴う長期

前受金戻入２億７，６４６万円など収益総額は２億９，３７８万円増の９億７，

１００万円を見込んでいます。費用は、処理場及び管渠の維持管理費２億１，

８８０万円、減価償却費５億３７８万円、企業債利息２億６６３万円など総額

９億６，０７３万円、当年度純損失は８５３万円を見込んでいます。なお、新

会計基準への移行時に発生する未処分利益剰余金３２億３，３８５万円により

平成２５年度までの累積欠損金は解消される見込みです。 

設備投資では、管渠整備工事に２億７，２００万円、駒ヶ根浄化センター長

寿命化更新工事に８，８００万円など総額３億９，９８２万円を計上しました。 

 

（５）農業集落排水事業特別会計予算 

   ６億８，６００万円（３．４％、 ２，２４１万円 増加） 

歳入のうち使用料は５２９万円増の１億６，８９５万円、一般会計繰入金は

１，３４１万円増の３億１，９７６万円、歳出のうち８地区の農業集落排水事

業及び汚泥処理施設の運営及び施設の維持管理に要する予算は１，６０９万円

増の２億８，１６６万円、起債元利償還金は６３２万円増の４億４２４万円を

計上しました。 

 

（６）公設地方卸売市場特別会計予算 

   ９，１３２万円（１．５％、 １３５万円 増加） 

青果物取扱受託収入を８，０００万円（前年度同額）と見込み、農業振興及

び地産地消を推進するための市場運営費を計上しました。 
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（７）駒ヶ根高原別荘地特別会計予算 

   ２，８１８万円（４９．３％、 ９３０万円 増加） 

歳入のうち別荘地使用料は１，２３８万円、契約更新に伴う施設負担金は１，

２９０万円、歳出では別荘地事業の運営及び別荘地一帯の保全・維持管理に要

する予算を計上しました。 

 

（８）介護保険特別会計予算 

   ３１億５，７１１万円（３．７％、 １億１，３５５万円 増加） 

被保険者の自然増を見込み、歳入のうち介護保険料は１．２％、７３８万円

増の６億１，８２９万円、歳出のうち保険給付費は３．３％、９，２４４万円

増の２９億３，６７４万円を計上しました。 

地域支援事業では、介護予防事業費２，８３６万円や在宅医療連携システム

構築費２，０５０万円などを計上しました。 

 

（９）国民健康保険特別会計予算 

２９億３，４４４万円（１．０％、 ２，８６０万円 減少） 

歳入のうち国民健康保険税は、軽減対象世帯の拡大や課税上限額の引き上げ

など制度改正を勘案して１．４％、８９０万円増の６億４，２１０万円（前年

度決算見込み比０．４％減）、歳出のうち保険給付費は０．９％、１，８６６

万円増の１９億９，０３２万円（同０．０％減）を計上しました。 

保健事業費では、特定健康診査費や人間ドック補助など疾病予防費として３，

１７１万円を計上しました。 

 

（１０）後期高齢者医療特別会計予算 

   ３億３，９６４万円（９．９％、 ３，０５７万円 増加） 

歳入のうち後期高齢者医療保険料は１１．６％、２，７９２万円増の２億６，

８０１万円、歳出のうち長野県後期高齢者医療広域連合への納付金は１０．

９％、３，３１９万円増の３億３，６７３万円を計上しました。なお、同広域

連合における平成２６年度の療養給付費は、４．９％増の２，５６６億円が見

込まれています。 
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３ 事業概要 （第４次総合計画基本目標別）                  

（１）産業振興と雇用の確保 

  優良農地の確保と遊休荒廃地の解消など農業の基盤となる基本的な土地利用

計画を示す農業振興地域整備計画の策定が完了するほか、伊那谷アグリイノベー

ションにより６次産業化や特産品の開発に取り組みます。 

ものづくりでは、地元企業の新製品開発や展示会出展による販路拡大の取り組

みを引続き支援するほか、高校、大学、産業界とも連携して地場産業のさらなる

成長戦略や活性化のための支援を行います。 

中心市街地の賑わい創出では、駒ヶ根駅開業１００周年を記念して関係機関、

団体等が実行委員会を組織し、年間を通じて各種の記念事業を展開するほか、駅

前広場や広小路の再生に向けた地元関係者との協議や調査・計画を行います。 

観光では、観光ＰＲキャラクターを活用して駒ヶ根の魅力を発信し交流人口の

増加を目指すほか、市制施行６０周年を記念した観光特別企画を実施します。ま

た、既存の観光資源や豊かな自然、国際交流都市などの特徴を活かしつつ、さら

なる新たな観光資源、交流拠点の創出による魅力づくりのため、中央アルプス山

麓一帯の開発調査を実施します。 

 

（２）子育て・教育 

  子どもの学力向上に向けて、標準学力調査の全学年実施（入学１年生を除く。）

による個々人に適応した指導の導入や、集団適応検査の全学年実施による学級運

営への反映、学校支援ボランティアの活動による地域力の活用など、これまでの

特色ある取り組みに加え、新たに指導主事を配置し、市独自の学力向上施策をさ

らに推進します。 

経塚保育園・子育て支援拠点施設を平成２７年度に建設するため、本年度にお

いて実施設計を行うほか、学校バリアフリー化として中沢小学校にエレベータを

設置するなど、子どもの保育・学習環境の整備を進めます。 

子ども・子育て支援事業計画を本年度策定し、子ども・子育て施策を総合的・

計画的に進めます。また、いきいき交流センターが市内３８ヶ所に整備され、そ

の他の地域集会所も含めて子どもたちが気軽に集まれる居場所が充実してきた

ことから、これらの施設を活用し地域リーダーの協力も得ながらジュニアフレン

ドパーク事業として子どもの地域での育ちを支援します。 

 

（３）防災・防犯 

  大規模災害時の避難所において必要となる備蓄品について、品目、数量などを
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見直し計画的に整備しています。特に、東日本大震災を教訓として避難所におけ

るプライバシーの確保や、生理用品、おむつなどの日常品なども含め、現実的な

対応が可能な備蓄に心掛けています。 

消防団装備の整備計画に基づき小型ポンプ積載車を更新するほか、無線機を更

新し装備の充実を図ります。 

全国初の「消防広域化重点地域」の指定を受け、上伊那８市町村の常備消防組

織を平成２７年４月から統合し、消防力の広域強化や大規模災害時の初期体制充

実に取り組みます。本年度は、消防無線デジタル化整備や伊那市に設置される本

部庁舎の建設費などを負担します。 

 

（４）都市基盤整備・景観・環境保全 

  市の東西交通軸を整備するため、都市計画街路中割経塚線の西方面への延伸を

進めます。高速・広域交通網の進展を見据えて（仮称）駒ヶ岳スマートインター

チェンジやそのアクセス道路について設計に着手します。 

  道路整備では、竜東地区の幹線道路について引き続き本曽倉線の改良を行うほ

か、新春日街道線や駅北線などの痛んだ舗装の打ち替え、馬見塚線や文化会館前

の歩道整備など、身近な生活道路の整備を進めます。 

橋梁は、これまでの調査により２ｍ以上３６３橋のうち１６１橋を長寿命化修

繕計画の対象とし、その中でも重要度が高く状態の悪い２７橋について、今後８

年間で修繕工事を終えるよう平成２６年度から着手します。 

公共下水道事業では、本年度において宮の北地区を事業区域に編入し、平成２

７年度から管渠敷設工事に着手します。 

市営住宅の整備について、経塚団地は平成２９年４月の新築入居を目指して移

転建て替えを進めるほか、美里団地や向ヶ丘団地は長寿命化修繕を行います。 

市有墓地が不足し待機者が生じている現状から、安心してこの地に住み続けら

れるよう射山原墓地の拡張工事を行い５６区画を新設します。 

きめ細かな移動支援と経費の効率化を図るため、平成２５年６月からこまちゃ

んバスに替えてデマンドタクシーとタクシー券を併用した公共交通体系に転換

しています。２年目となる「こまタク」や割引タクシー券について、これまでの

市民意見を参考にし、さらに便利で利用しやすいものとなるよう検討しながら運

行を継続します。 

太陽光発電システム設置者や小水力発電事業者への支援を継続するほか、家庭

生ごみの減量化に取り組み、地球にやさしいまちづくりを推進します。 

景観を守り創出するため、街並みに調和した屋外広告物のガイドラインを定め、

屋外広告物条例を制定します。 
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（５）福祉・保健・医療 

  地域医療の安定確保と経営基盤強化に向けて昭和伊南総合病院への財政支援

を継続します。 

住み慣れた自宅・地域で安心して暮らし続けるためには、自宅・地域で医療や

介護を受けられる仕組みが必要であり、そのためには医療機関や関係機関が連携

して在宅医療や在宅介護を充実させる必要があります。平成２５年度から３年計

画でこの仕組み作りに取り組んでおり、本年度はＩＴを活用した情報共有システ

ムの構築を行います。また「地域の支え合い」でケアができるよう地域ケア会議

を立ち上げます。 

健康診断を受診する人としない人との１０年後の医療費の差が指摘されてい

ます。健診をはじめ健康づくり事業や介護予防事業への参加者が増加するよう

「健康どあっぷ事業」を実施します。健康への関心や意欲、励みになるよう健康

マイレージ事業として参加者にポイントを差し上げるほか、３つのモデル地区に

おいて循環器疾患や糖尿病にならないための生活習慣改善について重点的に取

り組みます。 

市民の誰もがいつでも医療、健康、介護、育児などに関する不安や応急対応に

ついて専門家に相談できるよう「こまがね健康ほっとダイヤル２４」を開設しま

す。２４時間、年中無休、通話料無料で相談ができ、医師や保健師などが対応し

ます。 

 

（６）生涯学習・文化・スポーツ振興 

  市の文化財である駒ヶ根市郷土館について、保全を行いながら観光資源として

多面的活用を進めます。また、貴重な平地林である十二天の森について、支障木

の伐採、遊歩道整備、断層露頭の保護などを行うほか自然観察会などを実施して

「市民の森」として活用します。 

  子どもの体力低下が指摘される中、走ることに的を絞った「かけっこ教室」を

開催します。小中学生や保護者、指導希望者などを対象として、元オリンピック

選手から楽しく走るこつを学びます。信州駒ヶ根ハーフマラソンは第２回大会を

実施します。 

 

（７）協働・男女共同参画・コミュニティー 

  市制施行６０周年記念式典に合わせ、こまがね応援団交流事業を行います。 

公共的活動の取り組みが一層広がるよう市民活動支援センターの運営を継続

します。青年海外協力隊訓練所のあるまちとして引き続き国際交流事業や日本語

教室を実施します。 

13



（８）健全財政・行財政効率化 

  市制施行６０周年を記念して一連の行事を開催します。式典に合わせ佐野成宏

氏の記念講演を開催するほか、今昔写真展や観光特別３企画などを実施します。 

行財政改革として、有料広告の拡大、民間活力導入による行政スリム化、土地

開発公社経営健全化・第３セクター改革、公共施設マネジメント、新公会計推進

などに取り組みます。 

 

 

 

４ 財政見通し                                

  地域経済は、先行きの不安感も残されていますが緩やかな持ち直しの動きが見

られます。今後、力強い経済の好循環と、市民生活における景気回復の実感は、

大都市部から時間差をおいて生じるものと考えられます。 

  一方、社会保障関係費が増加し続けていることや、高度成長期に建設・整備さ

れた公共施設や都市基盤の老朽化に伴う更新・修繕費用が増大していくことなど

から、当面の財政収支は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。 

  当市の財政課題の１つは将来負担比率の改善であり、これには市全体の借入金

残高を減少させ、かつ基金残高を維持・増額していく必要があります。平成２６

年度一般会計予算では、新たに市債を１５億円余借り入れるものの、年度末残高

は前年度末見込みと比較して４億４，０００万円程度減少（臨時財政対策債を除

いた残高は９億７，０００万円程度減少）させることができ、基金についても財

源依存することのない予算収支を確保しています。また、これまでの第２次集中

改革プランによる起債抑制の取り組みの成果として、平成２６年度が元利償還金

のピークとなり、翌平成２７年度は約１億１，０００万円減少、さらに平成２８

年度には９，０００万円減少し、向こう２年間で約２億円の減少が見込まれてい

ます。公債費負担は平成１５年度から２０億円超の高水準で推移してきましたが、

本年度が転換点となり平成２８年度には２０億円を下回る水準へと改善する見

込みです。 

  財政課題の２つ目は土地開発公社・第３セクターの改革であり、将来の財政リ

スクを減らしていく必要があります。平成２５年度には財団法人駒ヶ根市開発公

社を解散して損失補償約２億９，０００万円を解消し、平成２６年度からは土地

開発公社に対する債務保証額を毎年度１億円程度縮減していく方針のもと具体

的な予算計上をしています。さらにその他の３セク法人についても改革の道筋を

つけ財政リスクの軽減を加速させます。 

  安定した財政運営のためには、これらの健全化施策や経費の削減と同時に、市

の魅力を高め、定着人口・交流人口の増加を図り、自主財源を増額確保していく
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取り組みが必要です。第４次総合計画に基づき、将来を見据えて戦略的に発展基

盤を描きながら具体的施策を検討していきます。 

  財政見通しは依然厳しいものの、平成２６年度予算を通じてさらなる財政健全

化を図るとともに、「笑顔あふれるまち」を実現するための市政進展に向けて、

安定した財政基盤の確立に全力で取り組みます。 

 

 

 

５ 予算編成の背景                             

（１）経済情勢 

  日本経済は、長年にわたるデフレからの脱却により持続的な好循環の実現を視

野に入れつつあります。物価は底堅く推移し予想物価上昇率は１％超まで上昇、

雇用情勢は改善、株高等を背景として企業や家計のマインドが改善するとともに

消費主導で景気回復に広がりが見られます。地方経済においても、すべての地域

（全国９ブロック）で景況が改善するなど景気回復は地方や中小企業まで広がり

つつあります。ただし、先行きについては、海外経済の下ぶれが日本経済を下押

しするリスクとなっていることや、本年４月～６月期には消費税増税に伴う需要

の反動減が見込まれています。（以上、１月２０日内閣府月例経済報告） 

  国の平成２６年度予算の基礎となった政府経済見通し（１２月２１日閣議了

解）による主要経済指標は、平成２６年度の国内総生産（ＧＤＰ）の実質成長率

は１．４％、名目成長率は３．３％と見込み、雇用者数は０．５％増加、完全失

業率は３．７％に低下（平成２５年度見込み３．９％）、ＧＤＰデフレーターは

プラスに転じ１．９％（同マイナス０．１％）と予測しています。 

  この地域においても景気は回復しつつあり、生産が持ち直すなどの動きが見ら

れます。ただし、全体として確実な回復基調に向かうまでには至っておらず、円

安を背景とした仕入れコストの上昇や消費税増税による反動減など、先行きの不

安感も残されています。今後、市民生活における景気回復の実感は、大都市部か

ら時間差をおいて緩やかに生じてくるものと考えられます。 

 

（２）国の予算動向 

  平成２６年度の国の一般会計予算は、「経済再生・デフレ脱却と財政健全化」

を目指し、「社会保障・税一体改革を実現」するため、消費税増税に伴う反動減

による経済の腰折れを回避するための平成２５年度補正予算５．５兆円と並行し

て編成され、予算規模は税収の大幅な伸びを背景として前年度当初比３．５％、

３兆２，７０８億円増の９５兆８，８２３億円となりました。 
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  税収は、景気回復による法人税の伸びや消費税増税により、７年振りに５０兆

円台を回復し同１６．０％増の５０兆１０億円を計上しています。新規の国債発

行は３．７％減の４１兆２，５００億円となり、２年連続して税収が国債発行額

を上回っています。 

  「未来への投資と暮らしの安全・安心を推進する予算」は、民需主導の経済成

長、子育て支援、インフラ老朽化対策、交通・物流ネットワーク、安全保障環境

に対応した防衛、診療報酬の改定と医療の充実、地方交付税の減額などを柱とし

ています。 

財政健全化では平成２７年度のプライマリバランス赤字をＧＤＰ比で５年前

から半減させる目標に向けて５兆円を上回るプライマリバランスの改善を行っ

ています。また、国債発行額は、税収の大幅な伸びを背景として１．６兆円減額

しています。 

 

（３）地方財政計画 

  平成２６年度の地方財政規模は、前年度比１．８％増の８３兆３，７００億円

となりました。 

  歳入は、地方税が２．９％、９，９５２億円増加する分、臨時財政対策債を含

む地方交付税総額が３．４％、７，９４９億円減少し、一般財源総額は１．０％

増の６０兆３，５７７億円で近年にない伸びを示しています。なお、地方財政の

財源不足額は１０兆５，９００億円に及び、うち５兆２，９００億円は「国と地

方の折半ルール」に基づき双方が負担することとなり、地方側は臨時財政対策債

を２兆６，４００億円増発して財源を補填しています。 

  歳出では、前年度の「給与臨時特例減額（震災復興財源確保のため地方公務員

給与を削減する措置）」８，５０４億円が廃止され、給与費が３．９％、６，９

０８億円復元しました。給与臨時特例減額の代替措置として臨時的に計上されて

いた「緊急防災･減債事業費」や「地域の元気づくり事業費」は、増額して維持

されました。 

  地方財政制度改正としては、大都市と地方との税収の偏在による財政格差を是

正するため、法人住民税法人税割の一部を国税化し「地方法人税」が創設されま

したが、実質的な影響は平成２７年度から生じることとなります。また、公共施

設の大量更新時期に備えた「公共施設等総合管理計画」を策定する経費に対し特

別交付税が措置されるほか、同計画に基づく老朽施設の解体・除却費の７５％を

起債対象として資金手当することとなりました。第三セクター改革推進債は、平

成２５年度中に改革方針を決定した団体に限り、平成２８年度まで制度延長され

ました。 
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一般会計当初予算額の推移
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４ 市債残高・元利償還金の推移、財政健全化比率の見込み 年度

～H18

H22
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H24

H25

子ども手当開始、下平体育館
下平工業団地、地域介護拠点など

当初予算規模の特徴

新給食センター
子ども手当制度改正など

大型事業終了
H２３国補正に５．１億円前倒し

H２４国補正に２．４億円前倒し
(財）開発公社解散２．９億円

国の三位一体改革
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（単位　千円、％）

増減額 増減率 増減額 増減率

A A-B A/B A-C A/C B C

市税 4,724,240 43,628 0.9 52,028 1.1 4,680,612 4,672,212

個人市民税 1,539,000 △ 500 0.0 29,000 1.9 1,539,500 1,510,000

法人市民税 440,500 74,700 20.4 27,800 6.7 365,800 412,700

均等割 106,000 0 0.0 0 0.0 106,000 106,000

法人税割 334,500 74,700 28.8 27,800 9.1 259,800 306,700

固定資産税 2,306,340 △ 8,772 △ 0.4 5,428 0.2 2,315,112 2,300,912

土地 640,000 △ 11,000 △ 1.7 △ 24,000 △ 3.6 651,000 664,000

家屋 1,093,000 27,000 2.5 29,200 2.7 1,066,000 1,063,800

償却資産 560,000 △ 25,200 △ 4.3 △ 200 0.0 585,200 560,200

国有資産等交付金 13,340 428 3.3 428 3.3 12,912 12,912

軽自動車税 85,200 1,400 1.7 200 0.2 83,800 85,000

市たばこ税 207,800 △ 22,200 △ 9.7 △ 11,200 △ 5.1 230,000 219,000

都市計画税 103,400 0 0.0 △ 200 △ 0.2 103,400 103,600

入湯税 42,000 △ 1,000 △ 2.3 1,000 2.4 43,000 41,000

地方譲与税 200,000 △ 15,000 △ 7.0 8,000 4.2 215,000 192,000

地方揮発油譲与税 55,000 △ 5,000 △ 8.3 △ 2,000 △ 3.5 60,000 57,000

自動車重量譲与税 145,000 △ 10,000 △ 6.5 10,000 7.4 155,000 135,000

税交付金等 503,000 30,700 6.5 51,266 11.3 472,300 451,734

利子割 9,000 △ 1,000 △ 10.0 400 4.7 10,000 8,600

配当割 8,000 3,000 60.0 800 11.1 5,000 7,200

株式等譲渡所得割 2,000 0 0.0 400 25.0 2,000 1,600

地方消費税 425,000 42,000 11.0 65,000 18.1 383,000 360,000

ゴルフ場利用税 3,000 0 0.0 0 0.0 3,000 3,000

自動車取得税 35,000 △ 13,000 △ 27.1 △ 15,000 △ 30.0 48,000 50,000

地方特例 17,000 0 0.0 △ 334 △ 1.9 17,000 17,334

交通安全対策 4,000 △ 300 △ 7.0 0 0.0 4,300 4,000

実質的な地方交付税 4,349,000 39,000 0.9 7,129 0.2 4,310,000 4,341,871
3,959,000 9,000 0.2 37,129 0.9 3,950,000 3,921,871

地方交付税 3,565,000 65,000 1.9 48,689 1.4 3,500,000 3,516,311

普通交付税　　【１】 3,175,000 35,000 1.1 78,689 2.5 3,140,000 3,096,311

特別交付税 390,000 30,000 8.3 △ 30,000 △ 7.1 360,000 420,000

臨時財政対策債　【２】 784,000 △ 26,000 △ 3.2 △ 41,560 △ 5.0 810,000 825,560

繰越金 190,000 0 0.0 △ 120,191 △ 38.7 190,000 310,191

9,966,240 98,328 1.0 △ 1,768 0.0 9,867,912 9,968,008

２５年度比較

当初
予算額

決算
見込額

２５年度

一般財源　合計

平成２６年度予算　一般財源集計

（うち、【１】＋【２】）

区分

２６年度
予算額 当初比較 決算見込比較
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構成比 構成比 増減額 増減率

市税 4,724,240 32.6 4,680,612 32.7 43,628 0.9
個人△500（1,539,500→1,539,000）、法人＋74,700（365,800→440,500）、
固定△8,772（2,315,112→2,306,340）、市たばこ△22,200（230,000→207,800）

地方譲与税 200,000 1.4 215,000 1.5 △ 15,000 △ 7.0
自動車重量譲与△10,000（155,000→145,000）、
地方揮発油譲与△5,000（60,000→55,000）

税交付金等 503,000 3.3 472,300 3.3 30,700 6.5
地方消費税交付金＋42,000（383,000→425,000）、利子割交付金△1,000（10,000→9,000）、
自動車取得税交付金△13,000（48,000→35,000）、地方特例交付金（17,000前年同額）

地方交付税 3,565,000 24.6 3,500,000 24.5 65,000 1.9
普通交付税＋35,000（3,140,000→3,175,000）、
特別交付税＋30,000（360,000→390,000）

分担金負担金 331,470 2.3 330,825 2.3 645 0.2
保育所運営費（公立分）＋1,970（157,839→159,809）、同（私立分）＋950（48,332→49,282）、
障がい者福祉費訓練給付費2,268（8,321→10,589）、授産施設事務費△3,156（17,162→14,006）、
市有墓地整備負担金1,200（皆増）、聖苑周辺整備負担金△3,849（10,941→7,092）

使用料手数料 155,966 1.1 159,263 1.1 △ 3,297 △ 2.1
認知症高齢者グループホーム使用料△1,872（皆減）、
公営住宅使用料△1,550（46,500→44,950）

国庫支出金 1,284,228 8.9 1,070,794 7.5 213,434 19.9

生活保護費＋30,208（120,211→150,419）、地域介護・福祉空間整備＋24,000（皆増）、
学校施設環境改善＋4,676（皆増）、児童手当△19,350（423,123→403,773）、
道路・交通安全施設整備＋91,200（106,900→198,100）、
街路整備＋105,780（20,220→126,000）

県支出金 637,115 4.4 614,022 4.3 23,093 3.8

障害者介護･訓練給付＋7,863（87,637→95,500）、国保保険基盤＋9,579（91,626→101,205）、
障害者医療費＋2,150（13,250→15,400）、子育て支援交付金＋7,183（皆増）、
国土調査＋13,605（13,267→26,872）、緊急雇用創出事業△13,153（皆減）、
県知事･県議会選挙費＋16,796（皆増）、参議院選挙費△13,418（皆減）

財産収入 23,068 0.2 23,603 0.2 △ 535 △ 2.3
財政調整基金利子＋702（1,398→2,100）、ふるさとづくり基金利子△301（951→650）、
財産貸付収入△500（7,000→6,500）

寄附金 1,000 0.0 1,100 0.0 △ 100 △ 9.1 民生費寄附金△100（300→200）

繰入金 77,059 0.5 391,692 2.7 △ 314,633 △ 80.3
ふるさとづくり基金△244,800（281,500→36,700）、高度情報化基金△70,000（皆減）、
水道事業会計＋1,621（6,307→7,928）、公共下水道事業会計△1,138（6,649→5,511）

繰越金 190,000 1.3 190,000 1.4 0 0.0 一般繰越金

諸収入 1,298,454 9.0 1,395,589 9.8 △ 97,135 △ 7.0
預託金元金収入（勤労者、中小企業、企業立地）△99,000（1,110,000→1,011,000）、
ＪＲ乗車券類発売手数料＋2,808（皆増）

市債 1,506,400 10.4 1,250,200 8.7 256,200 20.5
上伊那消防広域化＋123,100（皆増）、中沢小エレベータ設置＋23,100（皆増）、
墓地整備事業＋13,500（皆増）、退職手当債＋42,000（124,000→166,000）、
臨時財政対策債△26,000（810,000→784,000）

合計 14,497,000 100.0 14,295,000 100.0 202,000 1.4

歳入（款） H26当初 H25当初
前年度当初比較 主な増減内訳

増減額（H25当初→H26当初）
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構成比 構成比 増減額 増減率

議会費 132,313 0.9 140,284 1.0 △ 7,971 △ 5.7 議員報酬等△5,029（68,678→63,649）、市議会議員共済会負担金△1,475（29,156→27,681）

総務費 1,426,312 9.8 1,662,808 11.6 △ 236,496 △ 14.2

地域公共交通サービス＋3,120（15,445→18,565）、土地開発公社用地取得＋65,827（皆増）、
職員退職手当＋36,911（228,113→265,024）、選挙経費＋4,925（24,068→28,993）、
(財)開発公社解散経費△289,100（皆減）、地域情報インフラ高度化事業△70,000（皆減）、
土地鑑定評価△21,203（23,334→206）、統計事務＋3,445（9,631→13,076）

民生費 3,849,671 26.6 3,786,291 26.5 63,380 1.7

障がい者サービス給付＋34,448（350,552→382,000）、生活保護費＋39,442（100,000→139,442）、
国保・介護・後期高齢会計繰出し＋51,461（959,184→1,010,645）、
福祉医療費＋7,040（144,460→151,500）、割引タクシー券△12,710（21,710→9,000）、
児童手当△28,042（608,651→580,609）、地域包括ケア・認知症総合推進△10,500（介護会計へ）

衛生費 1,528,225 10.5 1,585,015 11.1 △ 56,790 △ 3.6
こまがね健康ほっとダイヤル２４＋5,000（皆増）、墓地整備事業＋14,923（皆増）、
昭和病院経営支援△59,656（782,546→722,890）、伊南衛生センター△17,937（62,898→44,961）、
上伊那広域連合ごみ処理施設＋6,589（76,984→83,573）

労働費 16,529 0.1 19,980 0.1 △ 3,451 △ 17.3 勤労者生活資金預託△4,000（10,000→6,000）

農林水産業費 794,147 5.5 781,234 5.5 12,913 1.7
農村災害県事業負担金＋2,310（1,890→4,200）、地域営農△7,256（19,677→12,421）、
ふるさとの家指定管理＋2,315（7,085→9,400）、林道補修＋2,215（4,300→6,515）、
農業集落排水事業＋13,411（306,352→319,763）、森林管理車購入＋3,500（皆増）

商工費 1,332,493 9.2 1,434,054 10.0 △ 101,561 △ 7.1
観光振興＋5,901（95,735→101,636）、駒ヶ根ファームス運営＋6,780（11,233→18,013）、
駅前ビル活性化センター＋1,252（25,143→26,395）、市街地再整備△4,181（9,352→5,171）、
企業立地資金預託△75,000（700,000→625,000）、中小企業資金預託△20,000（400,000→380,000）

土木費 1,385,395 9.6 1,037,823 7.3 347,572 33.5
道路整備・交通安全施設整備＋89,400（329,400→418,800）、橋梁長寿命化＋58,000（2,000→60,000）
街路整備＋174,000（26,000→200,000）、地籍調査＋14,483（26,174→40,657）、
経塚団地建替え事業＋42,625（2,000→44,625）、市営住宅長寿命化△57,200（62,400→5,200）

消防費 553,948 3.8 449,687 3.2 104,261 23.2
上伊那消防広域化＋142,126（2,500→144,626）、防災無線子局増設△23,520（皆減）
消防団簡易無線機整備＋3,486（皆増）、消防団ポンプ車購入△9,800（13,000→3,200）

教育費 1,282,898 8.9 1,232,140 8.6 50,758 4.1

中沢小学校エレベータ設置＋35,500（皆増）、経塚保育園設計△5,618（25,746→20,128）
指導主事配置＋2,003（皆増）、給食財団運営＋16,661（79,857→96,518）、
私立保育園・幼稚園振興＋10,546（169,612→180,158）、郷土館保全修繕＋2,540（1,500→4,040）、
かけっこ教室＋2,000（皆増）、文化センター施設修繕＋15,000（皆増）

公債費 2,160,069 14.9 2,135,684 14.9 24,385 1.1 元金償還＋58,610（1,889,657→1,948,367）、利子償還△34,113（243,555→209,442）

諸支出金 5,000 0.0 － - 5,000 皆増 用地取得特別会計繰出し＋5,000（皆増）

予備費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

合計 14,497,000 100.0 14,295,000 100.0 202,000 1.4

歳出（款） Ｈ２６当初 Ｈ２５当初
前年度当初比較 主な増減内訳

増減額（H25当初→H26当初）
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構成比 構成比 増減額 増減率

人件費 2,460,981 17.0 2,427,723 17.0 33,258 1.4 議員報酬･共済会△6,504（97,834→91,330）、職員退職手当＋36,911（228,113→265,024）

扶助費 1,817,065 12.5 1,776,474 12.5 40,591 2.3
障がい者サービス給付＋31,448（350,552→382,000）、生活保護費＋40,277（160,282→200,559）、
福祉医療費＋7,040（144,460→151,500）、未熟児医療＋1,798（1,472→3,270）、
児童手当△27,205（606,580→579,375）、割引タクシー券△12,710（21,700→9,000）

公債費 2,160,069 14.9 2,135,684 14.9 24,385 1.1 元金償還＋58,610（1,889,657→1,948,367）、利子償還△34,113（243,555→209,442）

6,438,115 44.4 6,339,881 44.4 98,234 1.5

1,637,175 11.3 1,660,250 11.6 △ 23,075 △ 1.4

健康ほっとダイヤル＋5,000（皆増）、ＪＲ乗車券発売＋5,000（皆増）、消防団無線機＋3,486（皆増）、
道路ストック総点検＋5,000（皆増）、地籍調査業務＋13,810（22,000→35,810）、
臨時職員△12,603（194,842→182,239）、土地鑑定評価△21,203（23,334→206）、
バイオディーゼル事業△3,554（3,760→206）、予防接種△5,049（19,518→14,469）

維持補修費 90,937 0.6 84,348 0.6 6,589 7.8
駒ヶ根ファームス＋6,700（300→7,000）、小・中学校施設＋6,903（14,047→20,950）、
赤穂公民館△1,794（2,794→1,000）

補助費等 2,770,590 19.1 2,814,013 19.7 △ 43,423 △ 1.5

上伊那消防広域化協議会＋144,626（皆増）、給食財団運営＋16,661（79,857→96,518）、
地域交通協議会＋7,695（10,870→18,565）、社会福祉法人拡張事業補助＋24,000（皆増）、
私立幼稚園就園奨励費＋3,736（7,937→11,673）、特定地域工場設置＋11,946（16,438→28,429）、
公共下水道会計＋6,337（282,028→288,365）、(財)開発公社解散△195,100（皆減）、
伊南行政組合（病院含む）△96,731（1,320,063→1,223,332）

普通建設事業費 1,196,309 8.3 977,739 6.8 218,570 22.4

補助事業 727,026 5.0 466,097 3.2 260,929 56.0

道路・交安施設整備＋81,000（250,500→331,500）、橋梁長寿命化＋58,000（皆増）
街路整備＋174,000（26,000→200,000）、中沢小エレベーター設置＋35,500（皆増）
防災無線子局増設工事△23,520（皆減）、経塚保育園設計△5,618（25,746→20,128）
公園長寿命化計画△11,000（皆減）、市営住宅長寿命化△57,200（62,400→5,200）

単独事業 469,283 3.3 511,642 3.6 △ 42,359 △ 8.3

道路・交安施設整備＋17,897（76,900→94,797）、凍結防止剤散布機購入＋3,532（皆増）
飯坂東公園トイレ水洗化＋6,500（皆増）、墓地整備事業＋14,923（皆増）、
文化センター施設改修＋15,000（皆増）、土地開発公社用地取得＋65,827（皆増）、
駅前ビル用地取得△94,000（皆減）、地域情報インフラ高度化事業△70,000（皆減）

災害復旧費 － － － － － －

積立金 4,643 0.0 3,794 0.0 849 22.4 温泉開発基金＋1,200（皆増）

投資出資貸付金 1,012,200 7.0 1,111,200 7.8 △ 99,000 △ 8.9
勤労者生活資金預託△4,000(10,000→6,000)、企業立地資金預託△75,000（700,000→625,000）、
中小企業振興資金預託△20,000（400,000→380,000）

繰出金 1,317,031 9.1 1,273,775 8.9 43,256 3.4
国保会計＋4,425（142,010→146,435）、介護会計＋12,796（455,448→468,244）、
後期高齢会計＋11,319（358,657→369,976）、農集排会計＋13,411（306,352→319,763）

予備費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

14,497,000 100.0 14,295,000 100.0 202,000 1.4

前年度当初比較 主な増減理由
増減額（H25当初→H26当初）

義務的経費計

物件費

合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年度一般会計予算　歳出【性質別】増減内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円、％）
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　（単位　千円）

算入率％ 算入額

道路整備（国庫補助事業） 148,200 22.2 32,900

道路整備（市単独事業） 67,400 － －

橋梁長寿命化 23,400 22.2 5,195

街路整備 81,000 22.2 17,982

スマートインターチェンジ実施設計 8,100 22.2 1,798

林道整備 19,900 22.2 4,418

市営住宅整備 24,600 － －

飯坂東公園トイレ整備 5,800 30.0 1,740

墓地整備 13,500 － －

経塚保育園設計 9,000 22.2 1,998

中沢小エレベータ設置 23,100 － －

消防団小型ポンプ積載車購入 2,400 30.0 720

上伊那消防無線デジタル化等 123,100 70.0 86,170

上伊那消防本部庁舎 6,900 － －

建設債　計 556,400 27.5 152,921

退職手当債 166,000 － －

臨時財政対策債 784,000 100.0 784,000

その他債　計 950,000 82.5 784,000

1,506,400 62.2 936,921
A B C

実負担額＝ A－C 569,479

実負担率＝100-B 37.8％

そ
の
他

合計

平成２６年度一般会計予算　起債一覧表

起債対象事業 起債額

後年度の元利償還金
の交付税算入

建
設
事
業
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臨財債
合計

普通債の対前年度

単位を億円に

建設債等
臨財債
合計

※「元利償還金」は、繰上償還を除いた額

一般会計　起債残高・元利償還金の推移
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起債残高（億円） 元利償還金（億円） 
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２
１
２
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※２４年度まで決算、２５年度は見込み、２６年度は予算、２７年度及び 

 ２８年度は３カ年実施計画に基づく見込み 
 

（単位　億円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

建設債等 残高 147.4 138.1 128.4 120.2 112.0
（対前年度） △ 9.3 △ 9.7 △ 8.2 △ 8.2

臨時財政対策債 残高 50.6 56.9 62.2 67.0 71.3
（対前年度） 6.3 5.3 4.8 4.3

198.0 195.0 190.6 187.2 183.3
（対前年度） △ 3.0 △ 4.4 △ 3.4 △ 3.9

21.1 21.2 21.6 20.5 19.6
（対前年度） 0.1 0.4 △ 1.1 △ 0.9

起債残高 合計

元利償還金額
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白紙 
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（単位　千円）

A B C A-B+C

教育基金 132,068 197 300 132,368

義務教育施設整備基金 22,403 34 34 34 22,437

文化振興基金 11,567 43 3,000 43 43 8,610

相川文庫充実基金 15,055 45 15,055

中城文庫充実基金 11,100 33 11,100

老人福祉基金 31,281 53 200 31,481

財政調整基金 699,634 2,100 2,100 2,100 701,734

ふるさとづくり基金 219,931 650 36,700 650 650 183,881

減債基金 1,596 5 1,596

農林業後継者育成基金 9,436 20 9,436

福祉のまちづくり基金 266,530 479 266,530

ふるさと水と土基金 8,000 17 8,000

高度情報化基金 1,842 3 3 3 1,845

東伊那農村公園振興基金 32,279 113 10,000 113 113 22,392

温泉開発基金 2,752 1,200 3,952

一般会計分　計 1,465,474 3,792 49,700 4,643 2,943 1,420,417

国民健康保険事業基金　 90,199 166 54,856 35,343

介護給付費準備基金 11,443 45 1,614 45 45 9,874

農業集落排水施設整備基金 980,738 1,901 29,170 49,645 1,901 1,001,213

土地開発基金（現金分） 76,964 231 231 231 77,195

中沢財産区財政調整基金 10,307 3 104 3 3 10,206

特別会計分　計 1,169,651 2,346 85,744 49,924 2,180 1,133,831

合計 2,635,125 6,138 135,444 54,567 5,123 2,554,248

２６年度中の基金増減

うち、
利子積立

平成２６年度　基金の状況

積立額

２６年度予算

２５年度末
残高見込基金名

２６年度末
残高見込

取崩し額
利子収入

25



１　都市計画税

国・県 市債 その他
都市計画税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

当年度事業費 241,500 126,000 94,900 0 18,400 2,200

都市計画街路
中割経塚線整備事業

200,000 110,000 81,000 6,800 2,200

（仮称）駒ヶ岳スマートインター
チェンジ測量・設計

20,000 11,000 8,100 900 0

駒ヶ根駅前広場整備計画 5,000 2,500 2,500 0

広小路沿道街並計画 5,000 2,500 2,500 0

都市公園施設整備事業 11,500 5,800 5,700 0

522,177 85,000 437,177

763,677 126,000 94,900 0 103,400 439,377

２　入湯税

国・県 市債 その他
入湯税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

40,800 40,800 0

1,200 1,200 0

42,000 0 0 0 42,000 0

合計

財源内訳

使途
一般財源

（注）予算書の歳出事項別明細書「本年度の財源内訳」欄において、目的税は「特定財源」の「その
　　　他」に表示しています。

過年度の都市計画事業に係る当
年度の起債元利償還金

（単位　千円）

使途
事業費

合計

特定財源

駒ヶ根高原温泉開発㈱補助金
（温泉揚湯・配湯施設費）

温泉開発基金積立金

平成２６年度一般会計予算　目的税の使途

特定財源

都市計画税　歳入予算額 103,400千円

事業費

（単位　千円）

入湯税　歳入予算額 42,000千円

一般財源

財源内訳
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（注1）

（単位　千円）

事務費
みなし額

充当
対象額

（注2） （注3） （注4）
A B=A×20% C=A-B D C-D

3民生費 3,372,200 1,745,088 349,019 1,396,069 45,806 1,350,263

1社会福祉費 1,906,159 1,363,954 272,791 1,091,163 35,802 1,055,361
1社会福祉総務費 58,891 51,790 10,358 41,432 1,359 40,073
2障がい者福祉費 469,055 144,709 28,942 115,767 3,798 111,969
5老人福祉費 170,790 156,169 31,234 124,935 4,099 120,836
6老人福祉施設費 16,804 15,710 3,142 12,568 412 12,156
7福祉センター費 5,187 5,187 1,037 4,150 136 4,014
8福祉医療費 172,000 112,405 22,481 89,924 2,951 86,973
10国民年金費 1,963 0 0 0 0 0
12国民健康保険費 146,435 88,685 17,737 70,948 2,328 68,620
13介護保険費 494,234 469,954 93,991 375,963 12,336 363,627
14福祉のまちづくり費 824 824 165 659 22 637
15後期高齢者医療費 369,976 318,521 63,704 254,817 8,361 246,456

2児童福祉費 1,230,764 330,666 66,134 264,532 8,679 255,853
1児童福祉総務費 745,584 197,244 39,449 157,795 5,177 152,618
2児童福祉運営費 168,139 52,549 10,510 42,039 1,379 40,660
3母子福祉費 4,040 4,040 808 3,232 106 3,126
4保育所費 263,034 66,353 13,271 53,082 1,742 51,340
5家庭児童福祉費 26,460 0 0 0 0 0
6子ども交流センター費 23,507 10,480 2,096 8,384 275 8,109

3生活保護費 235,277 50,468 10,094 40,374 1,325 39,049
2扶助費 204,805 50,468 10,094 40,374 1,325 39,049
5福祉企業ｾﾝﾀｰ総務費 15,672 0 0 0 0 0
6福祉企業ｾﾝﾀｰ事業費 14,800 0 0 0 0 0

4衛生費 980,327 953,455 190,692 762,763 25,028 737,735

1保健衛生費 980,327 953,455 190,692 762,763 25,028 737,735
1保健衛生総務費 796,930 789,838 157,968 631,870 20,733 611,137
2予防費 74,428 74,428 14,886 59,542 1,954 57,588
4保健指導費 108,969 89,189 17,838 71,351 2,341 69,010

4,352,527 2,698,543 539,711 2,158,832 70,834 2,087,998

予算額

地方消費税交付金　歳入予算額 425,000千円　　

合計

うち
一般財源

充当対象額Ｃの財源

地方消費
税交付金
（引上げ分）

充当額

その他
一般財源

社会保障施策経費

平成２６年度一般会計予算　引き上げ分に係る地方消費税の使途

項目款

うち引上げ分＝予算額×12分の2 70,834千円　　

○（注1）地方消費税率の引上げ分は、全額、社会保障施策に充当します。平成26年度における 

 引上げ分の額は、「地方消費税収の12分の2に相当する額」とされています。 

 

○引上げ分の充当対象経費は、社会保障施策経費から次の２つの経費（正規職員人件費及び 

 事務費）を除外した額とします。 

 ・（注2）予算額から正規職員人件費を除外してあります。 

 ・（注3）事務費分は、人件費を除く経費に要する一般財源額の20％とみなします。 

 

○（注4）地方消費税交付金の各項目への充当額は、使途対象額（C欄）の合計額に占める各項目 

 の使途対象額の割合で按分してあります。 
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１　国の平成２６年度一般会計予算案

２　政府経済見通し

国の平成２６年度予算及び経済見通し

【平成２５年度】 

「三本の矢」効果から家計・企業マインドが改善し内需を中心として景気回復の動き拡大。消

費者物価は日銀の金融緩和効果により５年ぶりに０．７％程度上昇 

【平成２６年度】 

○消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減に留意。ただし、通年では堅調な内需に

支えられ好循環が徐々に実現 

○消費者物価は＋３．２％程度（うち消費税率引上分＝＋２．１％程度）、ＧＤＰデフレーター

はプラスが見込まれ、労働市場の改善を伴いながらデフレ脱却が進展 

○これらの結果、ＧＤＰ成長率は１．４％程度、景気実感に近い名目成長率は３．３％程度 

（前提となる為替水準＝１００．０円／ドル） 

名目 実質 名目 実質 名目 実質
国内総生産 ４７３兆円 4８４兆円 ５００兆円 ▲0.2 0.7 2.5 2.6 3.3 1.4

民間消費 ２８８兆円 ２９６兆円 ３０４兆円 0.6 1.5 2.7 2.5 2.8 0.4
民間住宅 14兆円 1６兆円 15兆円 4.7 5.3 10.1 7.3 ▲0.4 ▲3.2
企業設備投資 ６５兆円 ６６兆円 ６９兆円 0.5 0.7 1.4 0.4 5.0 4.4

労働力人口 6,555万人 6,567万人 6,567万人

就業者数 6,275万人 6,309万人 6,323万人

雇用者数 5,511万人 5,563万人 5,592万人

完全失業率 ４．３％ ３．９％ ３．７％
生産 鉱工業生産指数増減率 ▲2.9％ 2.4％ 3.3％ 　

企業物価指数変化率 ▲1.1％ 1.9％ 3.9％
消費者物価指数変化率 ▲0.3％ 0.7％ 3.2％
デフレーター変化率 ▲0.9％ ▲0.1％ 1.9％

ＧＤＰ

雇用
▲0.1

H25
見込み

H26
見通し

▲0.3 0.2 0.0
0.5 0.2

物価

0.2 0.9 0.5

H26
対前年度比増減率（％）

H24 H25主要経済指標
H24
実績

・平成26年度の経済見通しと経済財

政運営の基本的態度（H25.12.21閣

議了解）による。

（単位　兆円、％）

額(兆) 率(%) 額(兆) 率(%)
税収 50.0 43.1 6.9 16.0 国債費 23.3 22.2 1.1 4.6
公債金 41.3 42.9 ▲ 1.6 ▲ 3.7 基礎的財政収支経費 72.6 70.4 2.2 3.2

建設公債 6.0 5.8 0.2 3.9 うち社会保障関係費 30.5 29.1 1.4 4.8
赤字公債 35.3 37.1 ▲ 1.8 ▲ 4.9 うち地方交付税交付金 16.1 16.4 ▲ 0.3 ▲ 1.5

年金特例公債 － 2.6 ▲ 2.6 皆減

その他 4.6 4.0 0.6 14.3
95.9 92.6 3.3 3.5 95.9 92.6 3.3 3.5

【歳入】 H26

歳入合計 歳出合計

H25
当初

比較 【歳出】 H26
H25
当初

比較

(ポイント)
○未来への投資と暮らしの安全・安心

①
②
③
④
⑤
⑥

○補正予算と一体化した機動的財政運営
①

○財政健全化を推進
①
②

競争力を強化して民需主導の経済成長を促す
消費税増税分を活用し待機児童対策など子育て支援を充実
インフラ老朽化対策や東京五輪を契機とした公共事業予算重点化
厳しさを増す安全保障環境に対応し防衛予算を充実
診療報酬改定に際し新たな国民負担を避けつつ医療提供体制を充
地方交付税等を減額しつつ地方の一般財源総額を確保

25年度補正予算（5.5兆円）と一体的に編成し増税反動減を緩和

5兆円を上回るプライマリバランスの改善
国債発行額は1.6兆円の減額
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１　地方財政の収支（震災関連を除く。）

２　地方の財源不足の補填

３　平成２６年度地方財政計画のポイント

平成２６年度地方財政計画

①地方の一般財源総額は、前年度の水準を上回る額を確保（＋0.61兆円） 

②交付税の「別枠加算」は、地方税収の増加を踏まえ縮小しつつ一定額を確保（＝0.61兆円） 

③H25給与減額は単年度限りで廃止しH26復元。H25減額の代替措置であった「緊急防災・ 

  減債事業」及び「地域の元気づくり事業費」は増額して維持 

④赤字地方債である臨時財政対策債を抑制（＝△9.9％） 

⑤税収の偏在を是正するため、法人住民税法人税割の一部を国税化し「地方法人税」を創設 

   ※標準税率（市町村）現行12.30→改正後9.70（△2.60％）、実質影響はH27から 

⑥公共施設の大量更新時期に備えた「公共施設等総合管理計画」策定費に交付税措置 

   ※計画策定費の２分の１を特別交付税に措置 

   ※計画に基づく解体・除却を起債対象とし経費の75％を資金手当 

⑦第三セクター改革推進債を平成28年度まで制度延長 

   ※平成25年度中に改革方針を決定した場合に限る 

（単位　兆円、％）

額(兆) 率(%) 額(兆) 率(%)
地方税 35.01 34.02 0.99 2.9 給与関係経費 20.34 19.75 0.59 3.0
譲与税・交付金 2.88 2.47 0.41 16.6 うち退職手当以外 18.48 17.79 0.69 3.9
地方交付税 16.89 17.06 ▲ 0.17 ▲ 1.0 一般行政経費（単独事業） 13.96 14.00 ▲ 0.04 ▲ 0.3
地方債 10.56 11.15 ▲ 0.59 ▲ 5.3 うち地域の元気創造事業 0.35 － 0.35 皆増

うち臨財債 5.59 6.21 ▲ 0.62 ▲ 9.9 投資的経費（単独事業） 5.23 5.00 0.23 4.6
その他 18.03 17.21 0.82 4.8 うち緊急防災・減債事業 0.50 － 0.50 皆増

公債費 13.07 13.11 ▲ 0.04 ▲ 0.3

（うち、実質的な交付税総額） 給与臨時特例対応分 － 0.76 ▲ 0.76 皆減

22.48 23.27 ▲ 0.79 ▲ 3.4 緊急防災・減災事業 － 0.46 ▲ 0.46 皆減

地域の元気づくり事業費 － 0.30 ▲ 0.30 皆減

（うち一般財源） 60.36 59.75 0.61 1.0 その他 29.92 29.29 0.63 2.2
83.37 81.91 1.46 1.8 83.37 81.91 1.46 1.8

【歳入】 Ｈ26 Ｈ25
比較

歳入合計

【歳出】

歳出合計

Ｈ26 Ｈ25
比較

交付税＋臨財債

（単位　兆円）

国税５税収入のうち法定の交付税財源（法定率分） 12.22 ①

地方財政の財源不足額 10.59 ②＝地方財政対策

国加算（法定0.55＋別枠0.61） 1.16 ③
折半ルール分（5.29×折半） 2.65 ④（＝⑩）

○交付税特別会計が国一般会計から繰り入れる額 16.03 ⑤＝①③④＝「入口ベース」
交付税特別会計　H25繰越金等 0.86 ⑥

○交付税特別会計が地方に交付する額 16.89 ⑤＋⑥＝「出口ベース」

4.22 ⑦＝③④⑥－精算等0.45

○起債充当率引上げ（財源対策債） 0.78 ⑧
○臨財債の償還財源として臨財債を増発 2.95 ⑨
○折半ルール分（5.29×折半。臨財債を増発） 2.64 ⑩（＝④）

6.37 ⑪＝⑧⑨⑩

10.59 ⑦＋⑪（＝②）

地方財政計画における臨時財政対策債合計 5.59 ⑨＋⑩

地
方

地
方
財
政
対
策

国による地方財政対策　計

地方による地方財政対策　計

地方財政対策　合計

国
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1 【産業振興と雇用の確保】
活力あふれる産業のまちづくり

1
2
3
4

地域資源を活かした農林業の振興を進めます
魅力と賑わいのある商業の振興を進めます
次世代につながるものづくり産業の振興を進めます
おもてなしと賑わいのある観光の振興を進めます

2
【子育て・教育】
子どもたちが夢と希望にあふれ
るまちづくり

1
2
3
4

生きる力を育む学校教育を推進します
健やかな育ちを支える幼児教育を推進します
子育てによろこびを感じる家庭づくりを進めます
安心して産み育てることができる環境づくりを進めます

3
【防災・防犯】
災害に強い安全・安心のまちづ
くり

1
2

災害に強いまちづくりを進めます
安全に暮らせるまちづくりを進めます

4

【都市基盤整備・景観・
　環境保全】
豊かな自然を守り、快適に暮ら
せるまちづくり

1
2
3
4

人にやさしい快適な生活環境をつくります
豊かな自然環境を守り育てます
高速交通網を見据えた都市基盤整備を進めます
次世代に伝える景観を創り、守ります

5
【福祉・保健・医療】
健康で安心して暮らせるまちづ
くり

1
2

健康で長寿のまちづくりを進めます
支え合う福祉のまちづくりを進めます

6

【生涯学習・文化・スポーツ
　振興】
ともに学び、文化を育むまちづく
り

1
2
3

学ぶよろこびを感じられるまちづくりを進めます
豊かな地域文化・芸術を育むまちづくりを進めます
スポーツ推進による健康で心豊かなまちづくりを進めます

7
【協働・男女共同・コミュニ
　ティー】
市民が主役のまちづくり

1
2

協働のまちづくりを進めます
すべての人が尊重されるまちづくりを進めます

8 【行財政改革・効率化】

基本目標 基本政策

第４次総合計画基本構想　体系
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「主要事業等一覧」に掲載した事業　< >は一覧表№

<2>伊那谷アグリイノベーション102万円　<4>林道整備事業4,067万円
<5>駒ヶ根駅開業100周年記念事業175万円　<6>「街なか」賑わい創出事業486万円
<7><8>市街地・駅前周辺整備の調査･計画1,517万円　<9>商店街街路灯ＬＥＤ化補助300万円
<11>高大連携・産学官連携60万円　<12>中央アルプス山麓開発調査500万円
<13>観光特別企画60万円　<14>観光ＰＲキャラクターによる駒ヶ根の魅力発信300万円

<17>学力向上に向けた指導主事の配置200万円　<18>学校支援ボランティア300万円
<19>中学生海外派遣国際交流事業200万円　<20>中沢小学校エレベータ設置事業3,550万円
<21>経塚保育園・子育て支援拠点施設建設事業2,013万円　<22>おじいちゃん先生462万円
<23>子ども・子育て会議49万円　<24>ジュニアフレンドパーク事業64万円
<25>子育て世帯への経済支援（児童手当）6億9,571万円　<26>母子保健事業5,656万円

<27>災害用備蓄資機材の拡充524万円
<28>建物の耐震診断等627万円
<29>消防団装備の充実669万円
<30>上伊那消防広域化1億4,463万円
<31>地域防犯灯・通学路防犯灯の整備500万円

<32>生活道路・交安設整備事業4億2,930万円　<33>橋梁長寿命化補修事業6,000万円
<34>上水道・公共下水道事業（工事）5億5,800万円　<35>市営住宅整備事業5,995万円
<36>地籍調査4,066万円　<37>墓地造成事業1,492万円　<38>地域公共交通事業3,257万円
<39>地球温暖化防止事業2,110万円　<40>家庭生ごみの減量化・資源化3,833万円
<41>高速・広域交通網を見据えた都市基盤整備2億2,000万円　<42>景観の創出53万円

<43>昭和伊南総合病院の経営支援7億2,289万円
<44>地域包括ケアシステムの構築2,050万円　<45>地域ケア会議活用推進事業100万円
<46>「こまがね健康ほっとダイヤル２４」500万円　<47>福祉医療費給付金制度1億5,150万円
<48>「健康どあっぷ事業」250万円　<49>障がい者希望とふれあいの旅100万円

<50>十二天の森「里山づくり事業」230万円
<51>駒ヶ根市郷土館の保全と活用404万円
<52>駒っこ「かけっこ教室」200万円
<53>第2回信州駒ヶ根ハーフマラソン大会500万円

<54>協働のまちづくり事業1,898万円
<55>多文化共生事業333万円

<56>市制施行60周年記念事業273万円　<57>振興計画策定2,017万円　<58>有料広告の拡大
<59>民間活力導入・行政スリム化1億3,350万円　<60>公社・第3セクター改革9,423万円
<61>公共施設マネジメント・新公会計推進459万円

　　　「ともに創ろう！ 笑顔あふれるまち　こまがね」を合言葉に、
　　　　　　　　　　　　　「愛と誇りと活力に満ちた駒ヶ根市」を創造します。

（一部記載省略） 
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環
境
保
全
・
エ

ネ
ル
ギ
ー

推
進

⑨

目標

　魅力ある駒ヶ根市を創造し、定住人口の増加を図るとともに、
交流人口の増加を図ることで、リニア・三遠南信道路開通後に
は、人口５万人規模の都市と同等の経済効果を生み出し、活力
をある地域づくりを進めます。

　青年海外協力隊訓練所、養命酒、家族旅行村、菅の台の観
光エリアなどを有機的に連携づけるとともに、自然、自然エネル
ギー（水力発電、電気自動車）、国際交流（大使村）、健康、ス
ローライフなどを視点に新たなエリアとして、自然環境に配慮し
つつ開発します。また、スマートインターの導入を進め、高速交
通網の整備による効果を活かしていきます。

生
涯
健
康

、

医
療
充
実

⑩

⑦

③

⑤

協
働
・

地
域
力

再
生

　歩いて暮らせる生活に便利な居住地、みんなが集まるイベント
エリア、空き店舗を活用した文化芸能、趣味の発表の場所、手
づくりアートや特産品の店舗など、回遊できる、ゆったりできる、
誘客できる空間という視点で、街並みづくりや活性化を進めま
す。　また、JR飯田線の利便性の向上や利用促進を図るととも
に、ＪＲ駒ヶ根駅を活用した賑わいの創出を進めます。

　健康、食品関連など内需型産業振興や学術研究、先端技術産業の拠点となる
よう企業誘致を進めるとともに、農商工連携による６次産業化や特産品の開発など
地域ブランドの創造を進めます。

　中学校２校制を堅持しつつ、新中学校建設による中学校適正配置を進め、教育
環境の改善を図ります。また、学校施設環境整備計画に基づき、引き続き、通学
路の整備、木造校舎の耐震改修など、施設整備を順次進めます。
（新中学校建設に向けた財源確保や用地取得など新たな課題への対応）

　基幹病院を中心とし、診療所などとの連携により、いつでも安心して必要な医療
を受けることができる地域医療体制の充実は、都市機能の重要な要素です。　特
に昭和伊南総合病院は、今後一層、伊南地域の基幹病院として機能を保持して
いくことが求められることから、伊南の町村と連携し、機能強化と経営安定化に向
けた支援を行い、安全安心の確保を図ります。

　災害時における自主防災力の強化や高齢化社会の進行への対応などに向け
て、自治組織など地域組織の再生や地域で支え合う仕組みづくりを進めます。

　人口減少時代にあって、健康で長寿であることが重要です。認知症介護ビジョ
ンの推進、スポーツ推進計画の推進や看護大学との連携による健康づくりや疾病
予防、介護予防を推進し、健康寿命を２歳延ばします。

　自然環境の保全、水資源の保全、景観計画に基づく景観形成を推進します。

⑫

⑪

協働の仕組みづくり

地域医療体制の充
実

健康長寿日本一を
目指した健康づくり
の推進

自然（再生）エネル
ギーの推進

交流人口増による
活力あるまちづくり

中央アルプス山麓
の開発

中心市街地の再生

企業誘致・６次産業
化など新たな産業
振興の推進

少子化対策の推進

中学校教育環境整
備

豊かな自然との共
生と景観づくり

　恵まれた条件を活かし、自然エネルギーの普及拡大を進めます。
　一般家庭の年間消費電力の４分の１をまかなえる電力量である９メガワットの太
陽光発電施設の設置(平成３０年度の目標)

⑧

第４次総合計画　重点プロジェクト

交流人口200万
人増　(リニア等
開通後)
一人当たり消費
1万円

山麓一帯の魅
力づくり、新たな
観光資源、交流
拠点づくり
スマートインター
の導入

④

定
住
・
交
流
人
口
増

、
に
ぎ
わ
い
・
雇
用
創
出

教
育
環
境
・

人
材
育
成
の
充
実

中心市街地を
賑わいのある場
所として再生す
ること

重点プロジェクト

①

②

⑥
これからの地域や
社会を担う人材育
成の推進

　未婚者の増加が少子化の一つの要因となっていることから関係団体等が一体と
なって出会いの機会の拡大など婚活支援を進めます。また、雇用の確保、住宅地
の確保のための支援、子育て支援の充実、地域医療の確保・充実など総合的な
少子化対策を進めます。

　地域づくりに取り組む人材（リーダーなど）の育成や、地域産業を担う人材の育
成を推進します。また、全国大会や世界大会などで活躍できるアスリートを育成し
ます。
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一覧№ 予算額 合計

14 新 観光ＰＲキャラクターによる駒ヶ根の魅力発信 300万円
15 駒ヶ根高原サイン整備 100万円
41 拡 高速・広域交通網を見据えた都市基盤整備 2億2,000万円
51 駒ヶ根市郷土館の保全と活用 404万円
53 第２回信州駒ヶ根ハーフマラソン大会 500万円

12 新 中央アルプス山麓開発調査 500万円
19 中学生海外派遣国際交流事業 200万円
41 拡 高速・広域交通網を見据えた都市基盤整備（再掲） 2億2,000万円

5 新 駒ヶ根駅開業100周年記念事業 175万円
6 「街なか」賑わい創出事業 486万円
7 新 駅前周辺整備の調査・計画（駅前広場、広小路） 1,000万円
8 市街地再生開発調査 517万円

2 伊那谷アグリイノベーション 102万円

21 経塚保育園・子育て支援拠点施設建設事業（設計） 2,013万円
26 母子保健事業 5,656万円

17 新 学力向上に向けた指導主事の配置 200万円
18 拡 学校支援ボランティア 300万円
19 中学生海外派遣国際交流事業（再掲） 200万円
52 新 駒っこ「かけっこ教室」 200万円
31 東中学校通学路防犯灯整備 100万円

42 新 駒ヶ根にふさわしい景観の創出（屋外広告物規制） 53万円
50 十二天の森「里山づくり事業」 230万円

39 地球温暖化防止事業（太陽光、小水力） 2,110万円

44 地域包括ケアシステムの構築 2,050万円
45 新 地域ケア会議活用推進事業 100万円
48 新 健康どあっぷ事業 250万円
43 昭和伊南総合病院の経営支援 7億2,289万円

54 協働のまちづくり事業 1,898万円

「主要事業等一覧」のうち重点プロジェクト関連事業

2億3,304万円

重点プロジェクトに関連する一覧表掲載事業費の合計額
（再掲分を除く実数）

11億3,733万円

100万円

283万円

2,110万円

2,400万円

7億2,289万円

1,898万円

2億2,700万円

2,178万円

102万円

7,669万円

900万円

 ○「重点プロジェクト」＝第４次総合計画の将来像の実現に向けて、    

   計画期間内（H２６～H３５の１０年間）に優先的・重点的に取り組む分野 
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継続 111

【１】 産業振興と雇用の確保　～活力あふれる産業のまちづくり～

53 万円

2 　伊那谷アグリイノベーション 102 万円

継続 112

1 　優良農地の確保と有効利用

　優良農地の指定と利活用の促進、耕作放棄地の解消などを推進し、今後の農業
振興施策における土地利用の基本的な計画を策定します。H23～H26

　　農業振興地域整備計画　Ｈ26策定完了

　関連プロジェクト：④企業誘致･６次産業

3

継続 112

　農作物への被害防止対策として、有害鳥獣の捕獲による個体数調整などを行い
ます。

　　上伊那有害鳥獣駆除対策協議会　265万円
　　鳥獣被害対策実施隊（会員90人） 　45万円

　魅力ある地域農業の創出や農商工連携による６次産業化と特産品開発を進める
ため、信州大学との連携協定により共同開発研究を行います。

　有害鳥獣被害対策 310 万円

施策体系：

産業部　農林課

産業部　農林課

施策体系：産業部　農林課

施策体系：

主要事業等一覧

 

    ともに創ろう！ 
    笑顔あふれるまち 
          駒ヶ根 

第４次総合計画 基本理念（将来像） 
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新規 122

施策体系：産業部　農林課継続 113

　駒ヶ根駅開業１００周年記念事業 175 万円

　関係機関、団体等と実行委員会を組織し、各種記念事業を展開します。

　記念式典　10月12日（日）　駅前広場等
　記念行事　かつ丼会、列車の旅、プロジェックションマッピング、鉄道グッズ展、
　　　　　　　　飯田線鉄道写真展、その他

総務部　企画課

4 　林道整備事業 4,067 万円

　林業振興の基盤となる林道の開設、改良を行います。

　　　天白高烏谷線開設100ｍ
　　　古城線改良50ｍ

　関連プロジェクト：③中心市街地再生

③中心市街地再生

継続 122 　関連プロジェクト：③中心市街地再生施策体系：産業部　商工観光課

施策体系： 122 　関連プロジェクト：

517 万円

　広小路地区の市街地再開発を目指す地元関係者との協議を深め、賑わいあふれ
るまちづくりに向けた取り組みを支援するとともに、調査を継続します。H25～

施策体系：産業部　商工観光課

6 　「街なか」賑わい創出事業 486 万円

　個店の魅力を高めるための設備整備やスキルアップの支援、商店街の空き店舗
を事業に活用する商店街団体や事業者の支援を行うほか、商店街団体等が実施
する街なかイベントを補助し賑わいを創出します。

　　個店魅力アップ補助７件　100万円
　　空き店舗活用補助１件　　136万円
　　商店街賑わい創出事業　 250万円

施策体系：

8 　市街地再開発調査

継続 122 　関連プロジェクト：

5

③中心市街地再生

7 万円

　<駅前広場>　各種の車両が不規則に乗り入れ安全が確保できにくい状況です。
　　　使いやすく来訪者のもてなしにもつながるよう、市の玄関口にふさわしい駅前
　　　広場について調査・計画します。

　<広小路>　駅前のシンボル的な道路である広小路について、無電柱化による街
　　　なみ再整備について調査・計画します。

新規 建設部　都市整備課

1,000　駅前周辺整備の調査・計画 （駅前広場・広小路街なみ）
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　駒ヶ根工業高校と大学が連携して科学技術知識の向上と次代を担う人材育成を
図るとともに、産・学・官連携により地場産業の成長戦略や地域経済の活性化を推
進します。

　　発表会、シンポジウム、講演会

継続 131

10 　新たな成長戦略支援事業 512 万円

　新製品等の販路拡大に向けて展示会等に出展する中小企業やグループを支援
します。

　　販路拡大事業、専門家派遣事業

131施策体系：

11 　高大連携・産学官連携 60 万円

産業部　商工観光課

300 万円9

継続 122

　商店街の環境整備と夜間の安全確保を図るため、商店街が実施する街路灯の
LED化事業を支援します。H25～26

　　H25＝本町実施
　　H26＝仲町予定

継続

　商店街街路灯のLED化補助

施策体系：産業部　商工観光課

施策体系：産業部　商工観光課

②中ア山麓開発新規 総務部　企画課 施策体系： 141 　関連プロジェクト：

12 　中央アルプス山麓開発調査 500 万円

　中央アルプス山麓一帯への新たな観光資源・交流拠点の創出による魅力づくりを
計画します。

　　・協力隊訓練所、養命酒、家族旅行村、菅の台観光エリアの有機的連携づくり
　　・自然、自然エネルギー、国際交流、健康、スローライフなどを視点とした開発振興
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16 　空木岳登山道等の整備 590 万円

　日本百名山として知られる空木岳の登山道等を整備し、登山客の安全を確保しま
す。

　　空木岳登山道　　 　300万円
　　その他の登山道　　 290万円

産業部　商工観光課 施策体系：

142 　関連プロジェクト：①交流人口増・活力創出

　駒ヶ根高原内の主要２路線につけられた愛称名の看板を設置し、誘導案内に活
用するとともに高原らしい良好な景観形成を図ります。Ｈ25～26

　　県道：中央アルプス通り＝インターから駒ヶ根橋まで
　　市道：光前寺通り＝県道分岐から光前寺を経て駒ヶ池まで

産業部　商工観光課 施策体系：

継続 142

　”こまかっぱ”の活躍とノベルティーグッズの活用により、駒ヶ根観光の魅力を発信
します。

　　　<こまかっぱの活動>　　市内学校・保育所、市内外のイベント、テレビ局等への出演
　　　<ノベルティーグッズ>　 各種製作と普及啓発

継続

15 　駒ヶ根高原サイン整備 100 万円

新規 142 　関連プロジェクト：①交流人口増・活力創出

60

14 　観光ＰＲキャラクターによる駒ヶ根の魅力発信 300 万円

産業部　商工観光課 施策体系：

 　<市制６０周年>観光特別企画13

142新規 産業部　商工観光課 施策体系：

万円

　駒ヶ根の魅力を感じ、味わえる３つの特別企画を実施します。

①プロ棋士が集う「純白の囲碁大会」
　　駒ヶ根出身のプロ棋士や関東・関西の囲碁好きな若者が千畳敷に集う囲碁大会
　　時期：平成２７年２月下旬予定

②地域間交流を一つの和に「食のまち交流会」
　　駒ヶ根と交流のある全国各地の「食」が駒ヶ根に集結する交流会
　　時期：未定

③中央アルプスを舞台とした婚活ツアー「やまコン」
　　山岳観光の魅力発信にあわせ若者の出会いの場を創出
　　時期：平成26年夏予定
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　学校施設のバリアフリー化のため、中沢小学校にエレベータを設置します。
　　※未設置の３校についても、整備計画に基づき順次整備していきます。

　<そのほかの小・中学校施設整備費>
　　　施設改修工事　2,095万円
　　　暑さ対策工事　　 300万円

20 　中沢小学校エレベータ設置事業 3,550 万円

教育委員会　子ども課

　国際協力友好都市ネパール・ポカラ市へ中学生を派遣し、海外を自ら見て体験
する交流事業を実施することにより、世界の広さを肌で感じ、改めて郷土や家族、
将来の夢を見つめ直す学習機会とします。

　　生徒８人をネパールへ派遣

18 　学校支援ボランティア 万円

施策体系： 211

⑥人材育成

211

②中ア山麓 ⑥人材育成

300

⑥人材育成

教育委員会　子ども課 施策体系： 211 　関連プロジェクト：拡充

　関連プロジェクト：

　主に学力向上に取り組む指導主事を教育委員会に配置し、市独自の学力向上
施策をさらに推進します。

　<そのほか、学力向上に向けた取り組み>
　　・標準学力調査を小・中全学年（新入１年生を除く）で実施し結果を分析　239万円
　　・集団適応検査を小・中全学年で実施し学級運営に活用　181万円
　　・学校支援ボランティアにより放課後学習等を支援　300万円
　　・専科教員４人、特別教育支援員１０人、外国語指導助手１人を配置　4,240万円
　　・学力向上検討委員会の設置

継続 教育委員会　子ども課 施策体系： 211 　関連プロジェクト：

17 　学力向上に向けた指導主事の配置 200 万円

　地域住民のこれまでの経験（＝地域力）を活かした学校現場での活動により、子ど
もたちの成長を支え、「生きる力」を育みます。

　　小学校・中学校　全校実施
　　総活動時間　3,000時間

【２】 子育て・教育　～子どもたちが夢と希望にあふれるまちづくり～

新規 教育委員会　子ども課 施策体系：

19 　中学生海外派遣国際交流事業 200 万円

新規
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24 　ジュニアフレンドパーク事業 64 万円

　いきいき交流センターや集会所を子どもたちが自然と集まる「身近な居場所」とし
て活用するとともに、地域の協力者を「子育て支援リーダー」と位置づけ、子どもの
地域での育ちを支援します。

　　モデル地区６地区　地域協力者等が運営
　　リーダー養成講座、子育て講演会等を開催

万円

　子ども・子育てに関する施策を総合的・計画的に進めるため、「保育園・幼稚園の
あり方」などを含む「子ども・子育て支援事業計画」を策定します。

　　H25　会議設置、ニーズ調査、分析
　　H26　子ども・子育て支援事業計画（H27～31）策定
　　H27　計画推進

継続 教育委員会　子ども課 施策体系： 233

22 　おじいちゃん先生 462

23 　子ども・子育て会議 49

継続 教育委員会　子ども課 施策体系： 232

万円

　社会全体で子どもを育てる地域づくりを進め、高齢者と孫世代とのふれあいによる
健やかな育ちを支援します。

　　保育園・幼稚園等における子育て支援世代間交流事業　５人

継続 教育委員会　子ども課 施策体系： 222 　関連プロジェクト：

2,013

　経塚保育園を隣接地に移転新築し、あわせて市内に点在する子育て支援施設を
集約した拠点施設を併設します。

　　H26　実施設計
　　H27　建設工事　　保育園舎1,100㎡程度、子育て支援拠点施設400㎡程度

継続 教育委員会　子ども課 施策体系： 222

⑤少子化対策

21 　経塚保育園・子育て支援拠点施設建設事業 万円
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　関連プロジェクト：⑤少子化対策

26 　母子保健事業 5,656 万円

　妊婦健診に要する費用負担を軽減するため14回の健診費用を支援するほか、新
生児全戸訪問を行い、妊娠期から乳幼児期までの健診、相談、フォローの早期対
応を行います。

　　妊婦健診　　3,081万円
　　保育園・幼稚園巡回相談等　　719万円
　　不妊治療費助成・未熟児療育医療費　　412万円　など

継続 教育委員会　子ども課 施策体系： 241

25 　子育て世帯への経済支援（制度給付） 6億9,571 万円

　児童手当、児童扶養手当を支給します。

　　児童手当（中学３年までのすべての児童対象）　5億7,938万円（市負担＝8,780万円）
　　児童扶養手当（一人親家庭対象）　　　 　　　 1億1,633万円（市負担＝7,743万円）

　　　※「子育て世帯臨時特例給付金」は別途予算化します。

継続 民生部　市民課 施策体系： 240
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28 　建物の耐震診断等 627 万円

　<公共施設>　中沢保育園　308万円

　<一般住宅>　耐震診断補助金5件、耐震補強補助金5件　319万円

拡充 総務部　総務課 施策体系： 314

継続 子ども課・環境課 施策体系： 312

27 　災害用備蓄資機材の拡充 524 万円

　大規模災害時の避難所において必要となる備蓄品の種類・数量を拡充して計画
的に整備しています。

　（本年度購入予定）
　　避難所用パーテーション80基、工具セット5コ、衛星携帯電話2台、生理用品100袋、
　　紙おむつ（大人用、子ども用）124袋、ほ乳びん40コ　など

【３】 防災・防犯　～災害に強い安全・安心のまちづくり～

継続 総務部　総務課 施策体系： 311

29 　消防団装備の充実 669 万円

　<消防車両>　消防団の整備計画に基づき、計画的に車両更新を進めています。
　　　　　　　　　 小型消防ポンプ積載車更新　第３分団４号　320万円

　<無線装備>　消防団無線機器を更新します。349万円

新規 総務部　総務課 施策体系： 314

30 　上伊那消防広域化 1億4,463 万円

　常備消防力の広域強化と大規模災害時の初動体制の充実に向けて、上伊那８市
町村の常備消防を統合します。　（上記予算額は駒ヶ根市負担金）

　　全国で初めて「消防広域化重点地域」に指定
　　広域化＝平成27年4月1日予定
　　H26　本部庁舎建設、消防指令センターシステム整備、消防無線デジタル化

拡充 総務部　総務課 施策体系： 321

31 　地域防犯灯・通学路防犯灯の整備 500 万円

　<地域防犯灯>　地域が管理する約2,000基のうち老朽化等で更新が必要な600基
　　　を、３年間で全てＬＥＤ化できるよう改修経費の一部を補助します。
　　　　　Ｈ26補助金　400万円 （ＬＥＤ化改修補助率3分の2、上限18,000円）

　<通学路防犯灯>　東中学校通学路の防犯灯を整備します。
　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ26　100万円
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[水道事業会計][公共下水道事業会計]

～豊かな自然を守り、
　　快適に暮らせるまちづくり～【４】 都市基盤整備・景観・環境保全

継続 建設部　都市整備課 施策体系： 411

新規 建設部　都市整備課 施策体系： 411

32 　生活道路・交通安全施設整備事業

　道路改良や交通安全施設（歩道）の整備を行うほか、痛んだ舗装や側溝など生活
道路の修繕を進めます。

　　道路改良　　　　　2億2,500万円　本曽倉線ほか
　　維持・修繕　　　　　　 2,800万円　市内一円
　　舗装修繕　　　　　1億2,850万円　広域農道、駅北線、光前寺南線ほか
　　交通安全　　　　　　　4,480万円　馬見塚線、文化会館前ほか
　　用悪水路整備　　　　　 300万円

33 　橋梁長寿命化補修事業 6,000 万円

　長さ２メートル以上の３６３橋のうち１６１橋を長寿命化修繕計画の対象とし、その中
でも重要度が高く状態の悪い２７橋については、今後８年間で補修工事が完了する
よう取り組みます。

　　H26　大田原橋、吉瀬橋ほか

4億2,930 万円

継続 建設部　環境課 施策体系： 412

　市営住宅整備事業 5,995 万円

　<経塚団地建替>　県営住宅（H25竣工）との共同建て替えを進めています。H23～
　　　　　　　　 　　　　H26＝解体工事等　4,450万円
　　　　　　　　　　　　 H27～28建築工事、H29年4月入居予定

　<長寿命化工事>　美里団地外壁塗装、向ヶ丘団地屋根塗装　520万円

　<その他>　一般修理・補修　405戸　1,025万円

　上水道・公共下水道事業 （工事等） 5億5,800

35

継続 建設部　上下水道課 施策体系： 413・414

万円

　<上水道>
　　・基幹管路耐震化、配水管新設・布設替、配水地整備工事　1億7,150万円
　　・旧簡易水道水源改良工事　1,650万円

　<公共下水道>
　　・下水道管渠工事　2億7,200万円
　　・浄化センター電気設備長寿命化工事　8,800万円
　　・事業範囲拡大計画（宮の北地区）　1,000万円

34
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　市有墓地が不足し待機者が生じているため、射山原墓地を拡張します。

　　拡張面積2,050㎡、　うち、H26造成区画数　56区画
　　（最大123区画）

新規 建設部　環境課 施策体系： 412

37 　射山原墓地造成事業 1,492 万円

施策体系： 412

36 　地籍調査事業 4,066 万円

継続 建設部　都市整備課

継続 企画課･保健福祉課 施策体系： 415

　土地に関するトラブルの防止や災害復旧・公共事業の迅速化が図られるよう、土
地の地積や境界などの正しい情報を整理する地籍調査事業を平成25年度から開
始しています。
　　H25一筆地調査　　下平上の原地区
　　H26　　〃　　　　　　南下平地区

38 　地域公共交通事業 （こまタク、割引・福祉タクシー券） 3,257 万円

　きめ細かな移動支援を行うため、平成25年度に「こまちゃんバス」を廃止し、デマ
ンドタクシー（こまタク）とタクシー券を併用した公共交通事業に転換しました。

　　デマンドタクシー（こまタク）事業　　1,857万円　　　　※乗車料金収入を差し引いた、

　　割引タクシー券事業　　　　　　　　　　900万円　　　　　　　　　　　　　　市の負担額
　　福祉タクシー券事業　　　　　　　　　　500万円

継続 建設部　環境課 施策体系： 421 　関連プロジェクト：⑨自然エネルギー

39 　地球温暖化防止事業 （太陽光・小水力） 2,110 万円

　地球温暖化防止に寄与するため、再生可能エネルギー（下※）の普及を推進して
います。
　<太陽光発電システム設置補助金>　2,000万円
　　　全市９メガワットを目標（現在約6.6MW）とし、設置者に対して補助金を交付し
　　　ています。　1ｋＷ当り3万円、補助金上限12万円

　<小水力発電事業補助金>　110万円
　　　豊富な水量を活かした新エネルギーの活用を推進するため、民間事業者・団
　　　体の小水力発電事業の導入を支援します。
　　　　　準備調査費　　補助率2分の1、　補助金上限10万円
　　　　　設備設置費　　補助率10分の1、 補助金上限100万円

　　　　　　　　　　※再生可能エネルギー：エネルギー源として永続的に利用することができるもの
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拡充 建設部　環境課 施策体系： 423

40 　家庭生ごみの減量化・資源化 3,833 万円

　収集される可燃ごみのうち大きな比重を占める家庭生ごみの減量化を推進しま
す。

　　　　　　生ごみ堆肥化事業施設実証運転　2,860万円
　　　　　　大型生ごみ処理機運転4台　　　618万円
　　　　　　家庭用生ごみ処理容器・機械購入補助金　335万円
　　　　　　　　　処理容器　　補助率3分の2、補助金上限 5,000円
　　　　　　　　　処理機械　　補助率2分の1、補助金上限30,000円

<新規>　水分除去容器「生ごみカラット」市民モニター　20万円
　　　　　　　　　家庭で簡単に水分除去できる容器のモニター利用事業を行います。
　　　　　　　　　実費のうち700円を負担いただきます。

拡充 建設部　都市整備課 施策体系： 431･432 　関連プロジェクト：①交流・活力②中ア山麓

41 　高速・広域交通網を見据えた都市基盤整備 2億2,000 万円

　<街路整備事業>
　　　東西交通軸を整備するため、都市計画街路中割経塚線の西側延伸を進め
　　　ます。（Ｈ24～Ｈ29）　Ｈ26＝2億円

　<（仮称）駒ヶ岳スマートインターチェンジ整備事業>
　　　リニア中央新幹線や三遠南信自動車道の開通による交流人口増加を見据え
　　　て、スマートインターチェンジやそのアクセス道路の設計に着手します。
　　　　Ｈ26＝2,000万円

新規 建設部　環境課 施策体系： 441 　関連プロジェクト：⑧自然との共生・景観

42 　駒ヶ根にふさわしい景観の創出 53 万円

　良好な景観を守るとともに新たな景観の創出に向けて、街並みに調和した屋外広
告物のガイドライン検討やルール作りを進め、屋外広告物条例を制定します。

　　H25年6月　　駒ヶ根市景観条例施行
　　H26　　　　　 屋外広告物条例制定予定
　　H27以降　　 ルール適用
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[介護保険会計]

[介護保険会計]

43

511 　関連プロジェクト：⑪地域医療体制充実

　昭和伊南総合病院の経営支援 7億2,289 万円

45 　地域ケア会議活用推進事業 100 万円

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域包括ケアシステ
ムの実現に向けて地域ネットワークの構築を推進します。

　　・多職種協働によるケアマネジメント
　　・地域ニーズや社会資源を把握し、地域課題に取り組み

521 　関連プロジェクト：⑩健康長寿日本一新規 民生部　保健福祉課 施策体系：

施策体系：

44 　地域包括ケアシステムの構築（在宅医療連携） 2,050 万円

　住み慣れた自宅・地域で安心して暮らし続けられるよう、医療機関や関係機関が
連携して在宅医療や在宅介護を充実するための仕組みを作ります。

　　H25　運営委員会の立ち上げ
　　H26　ＩＴを活用した情報共有システムの構築　2、050万円
　　H27　システムのモデル運用

　地域医療の安定確保と経営基盤強化に向けた財政支援を継続します。

　　上記予算額のうち、第２次病院経営計画に基づく追加支援額　7,200万円

【５】 福祉・保健・医療　～健康で安心して暮らせるまちづくり～

継続 民生部　保健福祉課 施策体系： 512 　関連プロジェクト：⑩健康長寿日本一

継続 民生部　保健福祉課

46 　こまがね健康ほっとダイヤル２４ 500 万円

　医療、健康、介護、育児などに関する不安や応急対応について、いつでも気軽に
電話相談ができるサービスを開始します。

　　”２４時間・年中無休・通話無料”
　　　医師や保健師等の専門家が電話相談に応じます。

新規 民生部　保健福祉課 施策体系： 512
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新規

　障がい者と一般ボランティアが参加し交流と理解を深めるために実施するふれあ
いの旅事業を支援します。

　　実施主体　駒ヶ根市身体障害者福祉協会

49 　障がい者希望とふれあいの旅 100 万円

48 　健康どあっぷ事業 250 万円

　市や地域が実施する健康づくり・介護予防事業への積極的な参加を働きかけるこ
とをねらいとし、健康への関心や意欲を持ち、励みとなるような取り組みを行いま
す。

　<健康マイレージ事業>　特定健診や教室・イベントなどの参加者にポイントを差し
　　　上げます。ポイントが貯まるほど健康になり得にもなります。つれてってカードに
　　　貯め、エコポイントのように買い物に利用できます。

　<健康モデル地区事業>　循環器疾患や糖尿病などにかからないために、自分の
　　　身体を理解し生活習慣を改善するための活動が地域主体で生涯行えるよう、３
　　　地区で重点的に取り組みます。

民生部　保健福祉課 施策体系： 522

新規 民生部　保健福祉課 施策体系： 513 　関連プロジェクト：⑩健康長寿日本一

継続 民生部　市民課 施策体系： 512

　福祉医療費給付金制度 1億5,150 万円

　子育て世帯や障がい者等の医療費による経済負担を軽減します。

　　子ども　　　　　　　6,780万円　0歳～中学3年生まで
　　障がい者　　　　　7,400万円　手帳区分や所得制限あり
　　ひとり親家庭等　　 970万円　所得制限あり
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52 　駒っこ「かけっこ教室」 200 万円

　子どもの体力低下が指摘される中、あらゆるスポーツの基本である「走る」ことに的
を絞り、楽しく走るこつを学ぶことから苦手意識の解消と生涯スポーツへの親しみに
つなげられるよう、小学生を中心としたかけっこ教室を開催します。

　　対象者　小中学生、保護者、指導希望者ほか
　　教室　　 小学校単位で各３回　　講師：(元オリンピック選手) 中京大 青戸慎司氏
　　　・最初と最後に記録会を開催します。

【６】 生涯学習・文化・スポーツ振興 ～ともに学び、
　　　文化を育むまちづくり～

新規 教委　社会教育課 施策体系： 631 　関連プロジェクト：⑥人材育成

①交流人口増・活力創出

51 　駒ヶ根市郷土館の保全と活用 404 万円

　大正期の洋風建築で今なお斬新なデザインに映る郷土館（旧市庁舎。市文化財）
について、保全を行いながら、高原にふさわしいイベントやブライダルなど観光資源
としての多面的活用を進めます。

　　郷土館屋根修繕　404万円

50 　十二天の森　里山づくり事業 230 万円

　市街地域に残る貴重な平地林について、支障木の伐採や遊歩道整備など森を育
む保全整備を実施するほか、自然観察会などにより「市民の森」として活用します。

継続 教委　社会教育課 施策体系： 621 　関連プロジェクト：

継続 教委　社会教育課 施策体系： 612 　関連プロジェクト：⑧自然との共生・景観

　関連プロジェクト：①交流人口増・活力創出

53 　第２回信州駒ヶ根ハーフマラソン大会 500 万円

　市制施行６０周年記念大会として、第２回大会を開催します。全国から３，０００人
を超えるランナーが集まり市内を駆け抜けます。（上記予算額は実行委員会に対する市負

担額）

　　開催日　　平成２６年９月２８日（日）

継続 教委　社会教育課 施策体系： 631
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継続 総務部　企画課 施策体系： 711 　関連プロジェクト：⑫協働

万円

　市民が主体となった公共的活動の取り組みを一層広げ、協働のまちづくりを推進
します。

　　市民活動支援（まち普請補助金）　350万円
　　市民活動支援センター運営　1,450万円
　　こまがね応援団交流事業等　57万円

継続 総務部　企画課 施策体系： 722

新規 企画・商観・都整

54 　協働のまちづくり事業 1,898

55 　多文化共生事業 333 万円

　青年海外協力隊訓練所のあるまちとして国際交流を進めるとともに、外国籍住民
の日本語教室や相談窓口を開設します。

　　国際交流事業（協力隊週間支援等）　92万円
　　日本語教室、外国語相談窓口　241万円

総務部総務課ほか

（一部再掲）

57 2,017 万円

　第４次総合計画を具現化するための各種調査・計画を行います。

　　（新規）　 中央アルプス山麓開発調査費　500万円
　　（継続）　 市街地再開発調査費　517万円（再掲）
　　（新規）　 駅前広場整備計画費　500万円（再掲）
　　（新規）　 広小路電線地中化整備計画費　500万円（再掲）

【７】 協働・男女共同・コミュニティー　～市民が主役のまちづくり～

　振興計画の策定 （再掲）

56 273 万円

　記念式典ほか、一連の記念行事を開催します。

　　記念式典　　　７月５日（土）文化会館
　　記念講演　　　佐野成宏氏　同日
　　関連事業　　　こまがね応援団交流会、今昔写真展、市報特集
　　　　　　　　　　　観光特別３企画（囲碁大会、食のまち交流、やまコン）
　　　　　　　　　　　その他

新規

　市制施行６０周年記念事業

【８】 健全財政・行財政効率化
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60 　土地開発公社経営健全化・第３セクター改革 9,423

継続 上下水道課・子ども課

1億3,350 万円

　業務の一部を民営化し、市民サービスの向上と経費の効率化を図っています。

　　○上下水道料金徴収業務委託（Ｈ25年10月から5年間）　H26市負担3,668万円
　　　　　（５年間効果額見込み＝1,200万円）
　　○給食調理業務委託（H24から段階的に）　H26市負担9,682万円
　　　　　（H24から10年間の効果額見込み＝2億678万円）

58 　有料広告の拡大

万円

拡充 財政課・商工観光課

59 　民間活力の導入による行政のスリム化

　公共施設（建物）やインフラ資産の修繕・更新費が今後増大すると見込まれること
から、これらの現状を調査・見える化し、適切な維持管理と財政投資の平準化を図
るための長期計画づくりを行います。

　　○資産台帳整備　400万円
　　　　　・保有資産の物量・コスト情報調査
　　　　　・新公会計制度の貸借対照表における資産の把握
　　○公共施設マネジメント計画の策定準備　59万円
　　　　　・基本方針づくり

　　　　　　　　　　　　　　　※「公共施設マネジメント」＝「ファシリティー・マネジメント」＝「ＦＭ」

　公社・第３セクターの改革を進めます。

　　○土地開発公社経営健全化　9,323万円
　　　　　・土地取得費、利子補給費ほか
　　　　　・公社保有土地を市が計画的に引き取り、塩漬け負債を縮小します。
　　○市が出資する第３セクターの経営改革　100万円
　　　　　・専門家費用
　　　　　・経営悪化している３セクについて、今後方針を明確化します。

新規 総務部　財政課

61 　公共施設マネジメントと新公会計制度の推進 459 万円

総務部　総務課

－ 万円

　新たな自主財源の確保、経費節減、市民サービス向上のため、有料広告の取り
扱いを拡大します。

　　（導入済み）　広報誌、Webバナー、封筒
　　（拡大検討）　玄関ホール案内板、図書館雑誌カバー、公用車、公共施設　など

継続

49


